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第１章 計画の策定にあたって 
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１ 計画策定の背景 

 

 近年、全国的に個人の価値観やライフスタイルの多様化、子育て家庭を取り巻く環

境の変化により、様々な課題やニーズが顕在化しています。特に、核家族化の進行や

地域のつながりの希薄化により子育てに対する不安を抱える保護者の増加、女性の社

会進出による保育ニーズの増大への対応や待機児童の解消等が喫緊の課題となって

います。 

 このような状況を受け、国では、平成 15 年に少子化対策の総合的な推進を目的と

した「次世代育成支援対策推進法」が制定され、次世代を担う子どもたちの育成を支

援するためのあらゆる事業が展開されてきました。しかしながら、依然として出生数

の減少が続いてきたことから、平成 24 年８月に「子ども・子育て関連３法」を制定

し、平成 28 年４月に改訂された「子ども・子育て支援新制度」において、市町村は地

域の子育て支援の状況や、子育て支援ニーズを把握し、５年間を計画期間とする「市

町村子ども・子育て支援事業計画」の策定を義務としました。 

また、令和元年 10 月に「子ども・子育て支援法の一部を改正する法律」が施行さ

れ、幼児教育・保育の無償化が始まりました。幼児教育・保育の無償化により、幼児

教育の負担軽減を図ることで、すべての子どもたちに質の高い教育の機会を保障し、

生涯にわたる人格形成の基礎を培うことが目指されました。 

 国全体で様々な少子化対策や子ども・子育て支援に取り組んできましたが、少子化

に歯止めがかからず、加えて貧困や不登校、ヤングケアラーなど子どもを取り巻く環

境は悪化しています。こうした課題に対応するため、令和５年４月にこども政策を総

合的に推進するための「こども基本法」が施行されました。令和５年 12 月には「こ

ども基本法」に基づき、少子化対策、子ども・若者支援、貧困対策等を総合的に推進

するための「こども大綱」が策定され、すべての子ども・若者が身体的・精神的・社

会的に幸福な生活を送ることができる「こどもまんなか社会」の実現が目指されてい

ます。 
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２ 計画策定の趣旨 

 

川辺町（以下、「本町」とする。）においては、子ども・子育て支援法に基づき、平

成 27 年３月に「川辺町子ども・子育て支援事業計画」を、次世代育成支援対策推進

法に基づく「市町村行動計画」と一体的に策定しました。令和２年３月には「第２期

川辺町子ども・子育て支援事業計画」（以下、「前回計画」とする。）を策定し、子ども

の健やかな成長と子育て家庭を支援するため、保育の量的拡充や多様な保育サービス

の提供と地域における子ども・子育て支援等に取り組み、次世代を担う子どもたちが

強く、たくましく生き抜けるよう、生まれる前から進学や就労まで、切れ目ない施策

の充実を図ってきました。 

また、令和２年３月に策定した「川辺町第５次総合計画後期基本計画」では、重点

プログラムとして、妊娠から出産、子育てを切れ目なく総合的に支援し、安心して子

どもを産み育てられる地域社会を築く「子ども未来創造プログラム」、子どもたちの

たくましく生きる力を身につけるための教育を推進する「学校将来計画プログラム」

を位置づけ、子ども・子育て支援の充実を進めています。 

このたび、「第２期川辺町子ども・子育て支援事業計画」が令和６年度で最終年度を

迎えることから、引き続き計画的に施策を推進するため「第３期川辺町子ども・子育

て支援事業計画」（以下、「本計画」とする。）を策定し、国、県の動向及び前回計画に

おける成果と課題を十分に踏まえながら、子ども・子育て支援施策を総合的に推進し、

切れ目のない支援による子育て環境の充実を目指します。 
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３ 計画の位置づけ 

 本計画は、「子ども・子育て支援法」第 61 条に基づく「市町村子ども・子育て支援

事業計画」で、子ども・子育て支援に係る総合的な計画として策定するものです。 

また、教育・保育や地域子ども・子育て支援事業の量を確保する上で必要な施策を

展開していくため、「次世代育成支援対策推進法」第８条に基づく「市町村行動計画」

を内包します。 

 さらに、本町の最上位計画である川辺町総合計画の子ども・子育てに関連する分野

の部門別計画として位置づけます。 

 なお、こども政策に係る総合的な理念等を示す「こども基本法」に基づく施策とも

調和を図ります。 

■本計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

川辺町総合計画 

川辺町地域福祉計画 

川辺町子ども・子育て支援事業計画 

川辺町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画 

川辺町障がい者計画 

川辺町障がい福祉計画及び障がい児福祉計画 

川辺町健康増進計画 

川辺町男女共同参画基本計画                 等 

整合・連携 

川辺町 

国（根拠法） 

子ども・子育て支援法 

次世代育成支援 
対策推進法 

岐阜県 

岐阜県こども計画 

こども基本法 

国 

整合 
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４ ＳＤＧｓとの関係 

平成27年９月の国連サミットでは「持続可能な開発のための2030アジェンダ」が採

択され、持続可能な世界を実現するための17のゴール・169のターゲットが示されま

した。持続可能で強靱、そして誰一人取り残さない、経済・社会・環境の統合的向上

が実現される未来に向けて、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」に関する取り組み

が求められています。 

本計画においても、特に関連性の高い目標を取り上げ、基本理念の実現とともに、

ＳＤＧｓ項目の達成を目指します。      
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 計画の期間 

 本計画は、令和７年度から令和 11 年度までの５年間を計画期間とします。 

 また、社会情勢の変化に対応し、計画期間中であっても適宜必要な見直しを行うも

のとします。 

■本計画の期間 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

 

 
     

 

 
     

  

第２期計画

 第３期計画 
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６ 計画の策定体制 

（１）町民ニーズ調査の実施 

 本町では、本計画の策定資料として、保育ニーズや本町の子育て支援サービスの利

用状況や利用意向、また、子育て世帯の生活実態、今後の要望・意見等を把握するこ

とを目的に「子ども・子育て支援に関するニーズ調査」を実施しました。 

■調査対象 

区  分 ①就学前児童保護者調査 ②小学生児童保護者調査 

調 査 対 象 者 
就学前児童の保護者全数。ただし、就学前児童が

２人以上いる世帯は１人とした。 

小学生児童の保護者全数。ただし、小学生児

童が２人以上いる世帯は１人とした。 

調 査 方 法 郵送にて配布・回収 

調 査 基 準 日 令和６年２月１日 

調 査 期 間 令和６年２月21日～３月11日 

 

（２）子ども・子育て会議による審議 

 計画策定にあたり、子育て当事者等の意見を反映するとともに、子どもたちを取り

巻く環境や子育て家庭の実績を踏まえた計画とするため、知識経験を有する者、児童

福祉または教育に関する業務に従事する者、児童の保護者等で構成する「川辺町子ど

も・子育て会議」において、計画の内容について審議しました。 

 

（３）パブリックコメントの実施 

 令和６年 12 月 23 日～令和７年１月 21 日に、パブリックコメントを実施し、計画

素案に対する幅広い意見聴取を行いました。 
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第２章 子ども・子育てを取り巻く環境の状況 
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１ 川辺町の状況 

（１）人口の状況 

 年齢３区分別人口の推移をみると、15歳未満人口及び 15～64歳人口は減少傾向に

あります。令和２年から令和６年への減少率をみると、15歳未満人口が 6.5％、15～

64歳人口が 5.1％となっています。 

■年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（各年４月１日） 

 年齢別就学前児童数の推移をみると、５歳以下の就学前児童の合計は減少傾向にあ

り、令和６年で 381 人となっています。年齢別では、０歳人口は微増傾向、その他の

年齢人口はおおむね減少傾向にあります。 

■年齢別就学前児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日） 
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 年齢別小学生児童数の推移をみると、増減しながら推移しており、令和６年では、

合計 532 人となっています。令和２年と比較すると、７歳、９歳及び 10 歳人口が増

加しています。 

■年齢別小学生児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（各年４月１日） 

 

（２）世帯の状況 

 一般世帯数・核家族世帯数の推移をみると、いずれも増加傾向にあり、令和２年で

は、核家族世帯が 2,253 世帯となっています。 

■一般世帯・核家族世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 

  

99 93 87 75 90 

75 99 93 88 76 

90 80 100 93 87 

85 91 82 101 96

94 87 91 80 102 

86 94 87 92 81 

529 544 540 529 532

0

200

400

600

800

2020 2021 2022 2023 2024

R2 R3 R4 R5 R6
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3,502 3,555 3,697 
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 18 歳未満の子どもがいる一般世帯数は減少傾向にあり、令和２年で 847 世帯とな

っています。一方で、18歳未満の子どもがいる核家族世帯数は平成 27 年よりやや減

少していますが、世帯の割合は増加し、77.6％となっています。 

■18 歳未満の子どもがいる世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査 

 ６歳未満の子どもがいる一般世帯数は減少傾向にあり、令和２年で 326 世帯となっ

ています。６歳未満の子どもがいる核家族世帯数は、平成 27 年よりやや増加してお

り、世帯の割合も 84.4％と増加しています。 

■６歳未満の子どもがいる世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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 ひとり親世帯の推移をみると、母子世帯、父子世帯ともに平成 27 年よりやや減少

し、令和２年で母子世帯は 49 世帯、父子世帯は７世帯となっています。 

■ひとり親世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 

 

（３）出生の状況 

 出生数の推移をみると、おおむね減少傾向にあり令和２年からは 50 人台となって

います。 

■出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：人口動態統計 
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 合計特殊出生率の推移をみると、平成 31 年をピークに大幅に低下しており、令和

２年、令和３年では、全国、岐阜県を大きく下回っています。 

■合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：人口動態統計（各年４月１日） 

 母親の年齢（５歳階級）別出生割合の状況をみると、令和４年では、25～29歳での

出生割合が高くなっています。また、平成 29 年と比較すると、25～29歳、35～39歳

及び 40～44歳の出生割合が高く、30～34歳は低くなっています。 

■母親の年齢（５歳階級）別出生割合の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：岐阜県衛生年報 

※「出生割合」：１年間の出生数に占める母親の年齢の割合 
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（４）未婚・結婚の状況 

 年齢別未婚率の状況をみると、平成 27 年と比較して、全年齢で未婚率が上昇して

おり、未婚化が進んでいます。特に 25～29 歳の未婚率は 71.2％と、16.4 ポイント高

くなっています。 

■年齢別未婚率の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 

（５）就業の状況 

 女性の年齢別就業率の状況をみると、25～39 歳で出産・育児期の就業率が落ち込

み、再び増加するⅯ字カーブを描いています。平成 27 年と比較すると、Ⅿ字の谷間

にあたる 25～39 歳で就業率は上昇しています。 

■女性の年齢別就業率の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査 
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 女性の年齢別就業率を全国・岐阜県と比較すると、本町は 15～74 歳の就業率が高

くなっています。特に 35～59歳までの就業率が高くなっています。 

■女性の年齢別就業率の比較（全国・岐阜県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査（令和２年） 

 

 女性の年齢別就業率を既婚・未婚で比較すると、15～44歳及び 55～59歳で未婚者

の就業率が高くなっています。 

■女性の年齢別就業率の比較（既婚・未婚） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査（令和２年） 
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（６）教育・保育サービス等の状況 

 川辺町内のこども園の児童数の推移をみると、令和元年の 320 人をピークに令和２

年以降は 200 人台で推移しています。令和５年の児童数は、令和４年よりやや増加し

ており、第１こども園及び第３こども園の児童数が増加しています。 

■こども園児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：統計で見る川辺町 

 

（７）放課後児童クラブの状況 

 放課後児童クラブ利用児童数の推移をみると、令和２年度をピークに年々減少傾向

にあり、令和６年度は 117 人となっています。 

■放課後児童クラブ利用児童数の推移 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

資料：川辺町教育委員会 
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（８）その他の状況 

 児童虐待通報件数の推移をみると、年々増加しており、令和５年度で 12 件と令和

４年度と比較して倍になっています。 

■児童虐待通報件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：川辺町教育委員会 

 

 小学生の就学援助認定者数・認定率の推移をみると、増減しながら推移しており、

令和６年度では認定者が 33 人、認定率が 6.35％となっています。 

■就学援助認定者数・認定率（小学生）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：川辺町教育委員会 
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 中学生の就学援助認定者数・認定率の推移をみると、小学生同様、増減しながら推

移しており、令和６年度では認定者が 23 人、認定率が 8.77％となっています。 

■就学援助認定者数・認定率（中学生）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：川辺町教育委員会 

 

 いじめ認知件数の推移をみると、増加傾向となっており、令和５年度では 19 件と

なっています。 

■いじめ認知件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：川辺町教育委員会 
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 不登校児童・生徒数の推移をみると、令和６年度では小学生が５人、中学生が 12 人

となっています。 

■不登校児童・生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：川辺町教育委員会 

※令和元年度から令和５年度：年度末時点の合計値 

令和６年度：９月１日時点の数値 
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２ アンケート結果からみえる現状 

 

 本町の保育ニーズや子育て支援サービスの利用状況や利用意向、また、子育て世帯

の生活実態、今後の要望・意見などを把握することを目的に「川辺町子育て支援に関

するニーズ調査」（以下、「ニーズ調査」とする。）を実施しました。 

 

① 調査対象 

●調査地域：川辺町全域 

●調査対象：就学前児童保護者全数 ※ただし、就学前児童が２名以上いる世帯は１人とした。 

小学生児童保護者全数 ※ただし、小学生児童が２名以上いる世帯は１人とした。 

 

② 調査期間 

●調査期間：令和６年２月 21日～令和６年３月 11日 

 

③ 回収状況 

調 査 票 
調査対象者数 
（配布数） 

有効回収数 有効回収率 

就学前児童の保護者 384 180 46.9％ 

小学生児童の保護者 548 241 44.0％ 

合  計 932 421 45.2％ 

 
※図表中の「n（number of case）」は、集計対象者総数（あるいは回答者限定設問の限定条件に該当する人）を表

します。 

※グラフ中の「就学前児童」は「就学前児童の保護者」を、「小学生児童」は「小学生児童の保護者」を簡略化し

たものです。 

※比較に使用している「令和元年度調査」は、令和元年度に実施した「川辺町子育て支援に関するニーズ調査」を

指します。なお、今回の調査結果は、「令和５年度調査」と表記しています。 
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（１）子どもと家族の状況について 

○日常的・緊急時にみてもらえる親族・知人の状況は、「緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえる」が 62.8％と最も高く、次いで「日常的に祖父母等

の親族にみてもらえる」が 35.0％となっています。また、令和元年度調査と比較す

ると「いずれもいない」が 6.7％とやや高くなっています。 

○母親の就労状況は、「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業

中ではない」が 46.3％と最も高く、次いで「以前は就労していたが、現在は就労し

ていない」が 21.5％となっています。 

○令和元年度調査と比較すると、働く母親は増えていますが、日常的・緊急時にみて

もらえる親族・知人がいる保護者の割合は減少しています。 

■日常的・緊急時にみてもらえる親族・知人の状況［就学前児童］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■母親の就労状況［就学前児童］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

18.6

10.7

46.3

2.3

21.5

0.6

17.9

7.6

37.7

1.3

33.2

0.4

1.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

フルタイムで就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、

産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労して

いるが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、

現在は就労していない

これまで就労したことがない

不明・無回答

（％）

令和５年度調査

（n=177）

令和元年度調査

（n=223）

35.0

62.8

1.7

5.6

6.7

5.6

37.7

65.0

1.8

8.1

4.0

1.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

日常的に祖父母等の親族に

みてもらえる

緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子どもを

みてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

不明・無回答

（％）

令和５年度調査

（n=180）

令和元年度調査

（n=223）
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○母親（未就労者）の就労意向は、「１年より先、一番下の子どもが大きくなったら就

労したい」が 56.4％と最も高く、次いで「すぐにでも、もしくは１年以内に就労し

たい」が 35.9％となっています。 

■母親（未就労者）の就労意向［就学前児童］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和５年度調査は「不明・無回答」を除いた集計結果を掲載。 

 

  

7.7

56.4

35.9

20.0

52.0

20.0

8.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

子育てや家事などに専念したい

（就労の予定はない）

１年より先、一番下の子どもが

大きくなったら就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に

就労したい

不明・無回答

（％）

令和５年度調査（n=39）

令和元年度調査（n=75）
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（２）平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について 

○平日の定期的な教育・保育の利用の有

無は、「利用している」が 65.0％、「利

用していない」が 33.9％となっていま

す。令和元年度調査と比較すると、「利

用している」がやや高くなっています。 

○平日、定期的に利用している教育、保

育事業は、「認定こども園」が 93.2％と

最も高くなっています。利用したい教

育・保育事業と比較すると、「幼稚園＋

幼稚園の預かり保育」「事業所内保育施

設」「ファミリー・サポート・センター」

でそれぞれ 10 ポイント以上、利用希望が高くなっています。 

■平日、定期的に利用している、または利用したい教育・保育事業［就学前児童］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

65.0

33.9

1.1

58.3

41.3

0.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

利用している

利用していない

不明・無回答

（％）

令和５年度調査（n=180）

令和元年度調査（n=223）

■平日の定期的な教育・保育の利用の有無［就学前児童］ 

93.2

1.7

1.7

0.9

1.7

0.0

0.9

1.7

0.9

82.2

7.2

14.4

10.0

10.6

6.1

13.9

7.2

0.0

5.6

13.9

1.7

6.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

認定こども園

幼稚園

幼稚園＋幼稚園の預かり保育

保育所

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

町役場が認証・認可した保育施設

その他認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

不明・無回答

（％）

利用している教育・保

育事業（n=117）

利用したい教育・保育

事業（n=180）

※利用している事業の選択肢なし 

※利用している事業の選択肢なし 

※利用している事業の選択肢なし 

※利用している事業の選択肢なし 
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○平日、定期的に利用したい教育・保育事業を令和元年度調査と比較すると、「事業所

内保育施設」が 13.9％と 8.5ポイント高くなっています。 

■平日、定期的に利用したい教育・保育事業［就学前児童］ 
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0.9

4.0

11.7

2.2

8.1
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認定こども園

幼稚園

幼稚園＋幼稚園の預かり保育

保育所

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

町役場が認証・認可した保育施設

その他認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

不明・無回答

（％）

令和５年度調査

（n=180）

令和元年度調査

（n=223）
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（３）地域の子育て支援事業の利用状況について 

○地域子育て支援拠点事業の利用状況は、「地域子育て支援センター」が 21.1％、「そ

の他、市町村が実施している類似の事業」が 10.0％、「利用していない」が 70.6％

となっています。令和元年度調査と比較すると「地域子育て支援センター」の利用

は減少しています。 

○地域子育て支援事業の利用意向は、「利用していないが、今後利用したい」が 15.0％、

「すでに利用しているが、今後利用日数を増やしたい」が 9.4％となっています。

令和元年度調査と比較すると、「利用していないが、今後利用したい」「すでに利用

しているが、今後利用日数を増やしたい」ともに減少しています。 

 

■地域子育て支援拠点事業の利用状況［就学前児童］  ■地域子育て支援事業の利用意向［就学前児童］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

21.1

10.0

70.6

3.9

26.9

15.7

0.0

66.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

地域子育て

支援センター

その他、市町村が

実施している類似の

事業

利用していない

不明・無回答

（％）

令和５年度調査

（n=180）

令和元年度調査

（n=223）

15.0

9.4

66.7

8.9

20.6

14.3

47.1

17.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

利用していないが、

今後利用したい

すでに利用して

いるが、今後利用

日数を増やしたい

新たに利用したり、

利用日数を増やし

たいとは思わない

不明・無回答

（％）

令和５年度調査

（n=180）

令和元年度調査

（n=223）

 ※令和元年度調査には選択肢なし 
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（４）病気等の際の対応について 

○子どもが病気やケガで通常の事業の

利用ができなかった経験の有無は、

「あった」が 93.2％、「なかった」が

3.4％となっています。令和元年度調

査と比較すると、「あった」が 8.6 ポ

イント高くなっています。 

○子どもが病気やケガで通常の事業の

利用ができなかった場合の対応は、

「母親が休んだ」が 89.9％と最も高

く、次いで「父親が休んだ」が 37.6％

となっています。令和元年度調査と比較すると、「父親が休んだ」が 19.4ポイント

高くなっています。 

 

■子どもが病気やケガで通常の事業の利用ができなかった場合の対応［就学前児童］ 

 

  

93.2

3.4

3.4

84.6

12.3

3.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

あった

なかった

不明・無回答

（％）

令和５年度調査

（n=117）

令和元年度調査

（n=130）

37.6

89.9

33.9

7.3

1.8

0.0

3.7

3.7

1.8

18.2

80.9

30.0

12.7

0.9

0.0

0.0

0.9

0.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

父親が休んだ

母親が休んだ

（同居人を含む）

親族・知人に

子どもをみてもらった

父親又は母親のうち

就労していないほう

が子どもをみた

病児・病後児の保育を

利用した

ベビーシッターを

利用した

仕方なく子どもだけで

留守番をさせた

その他

不明・無回答

（％）

令和５年度調査

（n=109）

令和元年度調査

（n=110）

■子どもが病気やケガで通常の事業の利用ができなかった 
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（５）一時預かり等の利用状況について 

○不定期の教育・保育の利用状況は、「利用していない」が 87.2％と最も高く、次い

で「一時預かり」が 4.4％となっています。令和元年度調査と比較すると「利用し

ていない」が 25.8ポイント高くなっています。 

 

■不定期の教育・保育の利用状況［就学前児童］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4.4

3.9

1.1

0.0

0.0

0.0

87.2

4.4

12.6

7.6

2.2

0.9

0.0

0.4

61.4

18.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

一時預かり

幼稚園、

こども園の

預かり保育

ファミリー・

サポート・

センター

夜間養護等

事業：トワイ

ライトステイ

ベビーシッター

その他

利用していない

不明・無回答

（％）

令和５年度調査

（n=180）

令和元年度調査

（n=223）
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（６）小学校就学後の放課後の過ごし方について 

○小学校就学後（低学年）の放課後に過ごさせたい場所は「自宅」「放課後児童クラ

ブ」がそれぞれ 36.4％と最も高く、次いで「習い事」が 30.3％となっています。令

和元年度調査と比較すると、「祖父母宅や友人・知人宅」が 4.5 ポイント高くなっ

ています。 

○小学校就学後（高学年）の放課後に過ごさせたい場所は、「自宅」が 60.6％と最も

高く、次いで「習い事」が 42.4％となっています。令和元年度調査と比較すると、

「自宅」「祖父母宅や友人・知人宅」が 10.6ポイント高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「不明・無回答」を除いた集計結果を掲載。 

  

36.4

21.2

30.3

6.1

3.0

36.4

3.0

9.1

6.1

41.7

16.7

45.8

8.3

8.3

50.0

0.0

0.0

16.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

自宅

祖父母宅や

友人・知人宅

習い事

児童館

放課後子ども教室

放課後児童クラブ

ファミリー・

サポート・

センター

その他

特に決めていない

（％）

令和５年度調査

（n=33）

令和元年度調査

（n=24）

60.6

27.3

42.4

9.1

3.0

9.1

3.0

9.1

6.1

50.0

16.7

41.7

8.3

0.0

16.7

0.0

4.2

20.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

（％）

令和５年度調査

（n=33）

令和元年度調査

（n=24）

■小学校就学後（低学年）の放課後に 

過ごさせたい場所［就学前児童］ 

■小学校就学後（高学年）の放課後に 

過ごさせたい場所［就学前児童］ 
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（７）育児休業制度の利用状況について 

○親の育児休業取得状況は、「母親

が利用した」が 32.8％と最も高

く、次いで「利用する必要がなか

った」が 30.6％となっています。

令和元年度調査と比較すると、

「父親が利用した」が 4.3ポイン

ト、「母親と父親の両方が利用し

た」が 8.5ポイント高くなってい

ます。 

○育児休業を取得していない理由

は、「子育てや家事に専念するた

めに退職した」が 33.7％と最も

高く、次いで「制度を利用する必

要がなかった」が 22.5％となっ

ています。令和元年度調査と比較

すると、「仕事が忙しかった」「収

入減となり、経済的に苦しくな

る」が上位５位に入っています。 

 

■育児休業を取得していない理由 ※上位５位［就学前児童］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

32.8

6.1

8.9

17.8

1.1

30.6

2.8

33.2

1.8

0.4

15.2

3.1

40.8

5.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

母親が

利用した

父親が

利用した

母親と父親の

両方が利用した

利用したかったが、

利用できなかった

利用したいと

思わなかった

利用する

必要がなかった

不明・無回答

（％）

令和５年度調査

（n=180）

令和元年度調査

（n=223）

33.7

22.5

18.0

13.5

12.4

12.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

子育てや家事に

専念するため

退職した

制度を利用する

必要がなかった

職場に育児休業を

取りにくい雰囲気が

あった

仕事が忙しかった

収入減となり、

経済的に苦しくなる

その他

（％）

令和５年度調査

（n=89）

44.9

25.5

12.2

10.2

7.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

子育てや家事に

専念するため

退職した

制度を利用する

必要がなかった

職場に育児休業を

取りにくい雰囲気が

あった

こども園などに

預けることができた

職場に育児休業の

制度がなかった

（％）

令和元年度調査

（n=98）

■親の育児休業取得状況［就学前児童］ 
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（８）相談の状況について 

○気軽に相談できる人がいるかは、「はい」

（いる）が就学前児童で 92.2％、小学生

児童で 84.2％となっています。 

○気軽に相談できる人がいると回答した方

の相談先は、就学前児童、小学生児童とも

に「祖父母等の親族」が最も高く、次いで

「友人や知人」となっています。就学前児

童では、「子育て支援施設」「子育て世代包

括支援センター」「保健センター」が小学

生児童より高くなっています。小学生児

童では、「学校の先生」が就学前児童より高くなっています。 

■気軽に相談できる相談先 

 

 

  

■気軽に相談できる人の有無 

92.2

2.2

5.6

84.2

4.6

11.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

はい

いいえ

不明・

無回答

（％）

就学前児童

（n=180）

小学生児童

（n=241）

86.7

77.7

12.0

12.0

3.6

10.8

12.0

0.6

8.4

0.0

5.4

1.8

80.3

77.8

10.8

4.4

1.0

2.5

23.6

0.5

8.9

0.5

2.5

2.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

子育て支援施設

子育て世代

包括支援センター

保健センター

学校の先生

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

教育委員会窓口

その他

不明・無回答

（％）

就学前児童

（n=166）

小学生児童

（n=203）
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（９）子育て全般について 

○子育てに関する不安感や負担感

は、就学前児童で『感じる』（「と

ても感じている」＋「どちらかと

いえば感じる」）が 53.8％、『感

じない』（「感じない」＋「どちら

かといえば感じない」）が 44.4％

となっています。小学生児童で

は、『感じる』が 50.6％、『感じ

ない』が 45.6％となっています。 

○子育てに関して日頃悩んでいる

ことや気になっていることは、

就学前児童で「病気や発育・発達

に関すること」「食育や栄養に関

すること」がそれぞれ 32.8％と最も高くなっています。小学生児童では、「子ども

の教育に関すること」が 37.3％と最も高く、次いで「子どもの友だちづきあいに関

すること」が 34.0％となっています。「病気や発育・発達に関すること」「子どもの

教育に関すること」「子どもとの時間を十分に取れないこと」は就学前児童、小学生

児童ともに上位５位に入っています。 

 

■子育てに関して日頃悩んでいることや気になること ※上位５位 

 

 

 

 

 

  

32.8

32.8

31.7

25.6

23.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

病気や発育・発達に

関すること

食育や栄養に

関すること

子どもの教育に

関すること

仕事や自分のやりたい

ことが十分にできない

こと

子どもとの時間を

十分にとれないこと

（％）

就学前児童

（n=180）

9.4

44.4

33.3

11.1

1.7

9.5

41.1

33.2

12.4

3.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

とても感じている

どちらかといえば

感じる

どちらかといえば

感じない

感じない

不明・無回答

（％）

就学前児童

（n=180）

小学生児童

（n=241）

■子育てに関する不安感や負担感 

37.3

34.0

27.8

25.7

19.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

子どもの教育に

関すること

子どもの友だちづきあい

に関すること

子どもとの時間を

十分にとれないこと

病気や発育・発達に

関すること

子どもとの接し方に

自信が持てないこと

（％）

小学生児童

（n=241）
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○地域における子育て環境や支援の満足度は、就学前児童、小学生児童ともに「３点」

がそれぞれ最も高くなっています。令和元年度調査と比較すると、就学前児童では

「２点」「４点」が低くなっており、「１点」「５点」がやや高くなっています。小学

生児童では、「１点」「２点」「５点」がやや高くなっており、「４点」が低くなって

います。 

 

■地域における子育て環境や支援の満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

就学前児童 小学生児童 

満足度が低い 

満足度が高い 

4.4

11.1

42.8

31.1

8.9

1.7

3.1

13.9

40.4

36.3

5.4

0.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

１点

２点

３点

４点

５点

不明・

無回答

（％）

令和５年度調査

（n=180）

令和元年度調査

（n=223）

2.9

10.8

47.7

27.8

8.3

2.5

1.9

8.6

47.1

35.2

4.8

2.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0
（％）

令和５年度調査

（n=241）

令和元年度調査

（n=210）
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３ 第２期計画の評価 

 第２期計画の各取り組みについて、関係各課に進捗状況を確認し、評価を行いまし

た。概要は以下のとおりとなっています。 

■評価の仕方 

Ａ 順調に進んでいる Ｂ おおむね順調だが、改善の余地あり 

Ｃ 事業の大幅な改善が必要 Ｄ 実施していない 

 

（１）全体評価 

 第２期計画全体の評価結果は、Ａ評価（順調に進んでいる）が 76.1％、Ｂ評価（お

おむね順調だが、改善の余地あり）が 15.5％、Ｃ評価（事業の大幅な改善が必要）が

0.0％、Ｄ評価（実施していない）が 8.5％となっています。 

 基本施策ごとにみると、ほとんどの基本施策でＡ評価が半数を超えている一方で、

一部、Ｄ評価が１割程度みられます。 

■第２期計画の評価 

基本目標 基本施策 事業数 
評価(％) 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

１ 子どもがのび 

  のび育つまち 

づくり 

(1)子育て意識の高揚 1 0.0 0.0 0.0 100.0 

(2)子どもの人権擁護と相談体制の 

充実 
8 83.3 16.7 0.0 0.0 

(3)子どもの健やかな成長を支える教

育・保育の推進 
12 92.3 7.7 0.0 0.0 

２ 子どもを楽し 

   く育てるまち 

づくり 

(1)仕事と子育ての両立支援 11 66.7 25.0 0.0 8.3 

(2)配慮を必要とする家庭への支援 11 72.7 18.2 0.0 9.1 

３ 子どもを地域 

   で育てるまち 

づくり 

(1)安全・安心な生活環境の整備 5 66.7 22.2 0.0 11.1 

(2)身近な地域における交流活動の 

推進 
11 76.9 7.7 0.0 15.4 

合計 59 76.1 15.5 0.0 8.5 
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（２）基本施策ごとの評価 

基本目標１－（１） 子育て意識の高揚 

【実施状況】 

・赤ちゃんふれあい体験事業は、新型コロナウイルス感染症の流行により事業を中止

しました。また、出生数の減少により乳幼児学級の人数が減ったことでふれあい体

験の実施が困難となっています。 

 

【課題】 

新型コロナウイルス感染症の影響により事業が実施できず、Ｄ判定となりました。

実施方法を見直してふれあいを持つことができる機会づくりが必要です。 

 

 

基本目標１－（２） 子どもの人権擁護と相談体制の充実 

【実施状況】 

・児童虐待の早期発見に向けて、進行管理ケース会議や個別ケース検討会議を実施し、

関係機関での情報共有等を行っています。 

・子どもの人権尊重の啓発推進に向けて、学校での道徳教育や人権擁護委員の講話、

人権集会の開催などを行い人権意識の高揚を図っています。 

・いじめ対策として、いじめアンケート、ＳＯＳの出し方授業、ＱＵ検査等を実施し

ているほか、スクールカウンセラーを配置し対応にあたっています。また、「いじめ

連絡協議会」を発足し、関係機関との連携を図っています。 

・不登校児童生徒への対応として、相談室登校などにより登校を促す体制を整えてい

ます。 

・情報モラル教育として、ＳＮＳや通信型ゲーム等の利用に関する注意喚起や情報モ

ラルのガイドラインの配布等を行っています。 

・乳児家庭全戸訪問事業は、訪問不可の場合も母子との面談を行い全家庭の乳児の健

康確認を行いました。養育支援訪問事業では、支援が必要な家庭に支援プランを作

成し、訪問等の支援を行っています。子育て世代包括支援センター事業では、関係

機関と連携しながら支援を実施しています。 

 

【課題】 

 全体的に順調に進んでいる取り組みが多くなっている一方でＢ判定に該当した情

報モラル教育の充実において、学校での取り組みは順調に進んでいますが、家庭や地

域への波及が不十分であり、様々な機会を活用して家庭や地域への情報モラル教育の

浸透を図る必要があります。 
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基本目標１－（３） 子どもの健やかな成長を支える教育・保育の推進 

【実施状況】 

・学校教育の充実に向けて、川辺町の特色を生かした体験型の教育や一人一台タブレ

ット端末やデジタル教科書の導入など情報教育にも力を入れています。また、こど

も園での教育・保育の充実に向けて、各種教室や保育教諭の研修などを実施し、質

の向上に努めています。さらに、心の教育の推進において、道徳教育などを通じて

他者を思いやる心を育んでいます。 

・家庭教育学級等の充実に向けて、家庭教育講演会や親子の愛着や信頼関係を深める

活動を行っています。また、毎月第３日曜日を「家族の日」とし、ポスター等で親

子のふれあいの重要性について啓発しています。 

・障がいの早期発見や障がい児の発達、教育相談等を各関係機関と連携しながら進め

ています。 

 

【課題】 

多くの取り組みが順調に進んでいますが、Ｂ判定となった児童発達支援事業（お

おぞら教室）の推進において支援の充実を図るため、事業所化を進めています。職

員の資格取得や人材確保、認可取得などを行う必要があります。 

 

 

基本目標２－（１） 仕事と子育ての両立支援 

【実施状況】 

・保育サービスの充実に向けて、保育教諭の研修受講での資質向上や、保育支援シス

テム（コドモン）の導入など保護者の利便性や保育業務の効率化を図っています。 

・低年齢児保育や延長保育、一時預かり保育等を実施し、保護者の負担軽減に努めて

います。 

・障がい児保育の推進に向けて、保健センター、おおぞら教室、こども園、教育委員

会が連携し、加配判定会議を行い、支援が必要な園児に適正に加配保育教諭が配置

されるよう取り組んでいます。 

・子育てしやすい職場環境の整備として、商工会と情報共有することにより、商工会

を通じて企業に対し職場環境の改善を周知しています。また、「育休退園」を廃止

し、仕事と子育ての両立を支援しています。 

・男女共同参画社会の理念の普及について、男女がともに家庭と仕事を分かち合える

生活や社会を築くため、各方面において、男女共同参画の理念のもと普及・啓発を

行いました。 

・放課後児童クラブについて、利用者が増加する夏休み期間等は中央公民館にて児童

クラブを増設しました。 
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【課題】 

Ｂ判定に該当した低年齢児保育の充実においては、未満児保育のニーズが高まって

おり、保育教諭の確保や保育の効率化を図る必要があります。 

また、国の進める「こども誰でも通園制度」に関して、検討する必要があります。

さらに、ファミリー・サポート・センター事業において、年度により利用件数にばら

つきがあるため、サポートと利用会員双方のバランスがとれるよう、提供会員の確保

に向けた周知が必要です。 

Ｂ判定に該当した子育てしやすい職場環境の整備においては、直接企業に働きかけ

ることが難しく、商工会等と連携して効果的な育児休業の取得促進や職場環境整備の

啓発が必要です。 

 

 

基本目標２－（２） 配慮を必要とする家庭への支援 

【実施状況】 

・乳幼児医療費の公費負担制度や不妊治療助成、妊婦健康診査の助成など経済的負担

の軽減に努めました。 

・地域療育のためのネットワークの充実に向けて、保健センター、おおぞら教室、こ

ども園で緊密に連携し、対象児の早期発見・早期対応に努め、必要な支援に結び付

けています。また、家族支援の充実として、家庭訪問や育児相談、ぷらっと相談、

おおぞら教室やこども園での個別面談を通して個別の発達課題に応じた相談指導

を実施しています。 

・ひとり親家庭への経済的支援について、該当するひとり親家庭の医療費について、

岐阜県内であれば窓口で現物給付、岐阜県外であれば申請をもって償還払いで対応

しています。また、ひとり親家庭への子育て支援の実施については、ファミリー・

サポート・センター事業で対応できるようにしています。 

・児童扶養手当給付事業や要保護・準要保護児童生徒への就学援助を通じ、支援が必

要な子育て家庭への支援を行っています。 

・子どもの学習支援事業として、要保護・準要保護家庭の生徒、ひとり親世帯の生徒、

学習塾に通っていない生徒を対象に「地域未来塾」を実施しています。 

・実費徴収に係る補足給付事業は、利用者がいなかかったため、実施していません。 

 

【課題】 

全体的に順調に進んでいる取り組みが多くなっていますが、Ｂ判定に該当したひと

り親家庭への子育て支援において、ショートステイ事業では施設の定員に余裕がなく、

利用希望に添えない状況にあるため、他施設への委託などの検討が必要です。また「地

域未来塾」において、参加者が年々減少している状況ですが、居場所を必要とする中

学生のために継続的に実施できるよう取り組みの啓発強化や内容の充実が必要とな

ります。 
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基本目標３－（１） 安全・安心な生活環境の整備 

【実施状況】 

・安全な遊び場の維持・管理に向けて、公園等の遊び場の年１回の遊具の点検、月１

回の定期パトロールの実施を行っています。 

・交通安全対策の充実として、関街道線、下川辺石神線の歩道新設事業を実施すると

ともに、中学校入学時にヘルメットを支給しています。 

・こども園、小・中学校のバリアフリーの推進として、必要なバリアフリー化や安全

対策（転落防止など）を講じています。 

 

【課題】 

全体的に順調に進んでいる取り組みが多くなっていますが、子育てバリアフリーの

推進がＤ判定となり、バリアフリー化が必要な施設の検討及びバリアフリー化が必要

となります。 

 

 

基本目標３－（２） 身近な地域における交流活動の推進 

【実施状況】 

・ＩＴを活用した情報提供として、川辺町教育ポータルサイトや子育て支援アプリ、

すぐメール等を活用し情報発信を実施しています。 

・子育て支援センターの充実として、令和６年度からは、子育て支援センターを「地

域子育て相談機関」とし、こども家庭センターとの連携を強化しました。 

・子育て世代包括支援センター「ぷらっと」において、妊娠期から保健センター、地

域の子育て機関、こども園、小中学校と情報共有し、連携した支援を実施していま

す。また、子ども家庭総合支援拠点の設置として、子育て世代包括支援センターの

職員や関係機関と連携し、妊娠期から子育て期まで、すべての子ども・家庭の相談

に対応しました。特に、児童虐待や不登校・ひきこもりについての相談対応・支援

につなげることができました。 

・園庭開放は、新型コロナウイルス感染症の影響で中断していましたが、令和５年度

より月１回のペースで再開しています。 

・児童館活動の推進や子どもの地域活動・ボランティア活動の充実、こども園地域活

動事業の実施は、新型コロナウイルスの影響もあり中断していたものもありますが、

徐々に再開しています。 

・地域健全育成活動の推進として、子どもの活躍の場を増やすために、子どもたちの

主張を発表する場として「青少年育成のつどい（主張大会）」を開催しています。ま

た、中学生の実践発表としてピースフォーラムやダボ市派遣の発表を行っています。

さらに、青少年育成町民会議地区活動部会の青少年地区推進員が中心となり、各地

区でふれあい活動の実施などを行っています。 
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【課題】 

Ｂ判定に該当したＩＴを活用した情報提供においては、子育て支援アプリの登録数

に伸び悩みがあり、子育て家庭が情報を得やすい手段を検討していく必要があります。 

Ｄ判定に該当した地域で子育てを支えるための体制整備においては、民生委員・児

童委員が、新型コロナウイルス感染症の影響により、各関係機関との連携がとれなか

ったため、今後各関係機関との連携を再構築し、支援の充実を図る必要があります。 
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第３章 計画の基本理念、基本目標 
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１ 基本理念 

 

 本計画では、「すべての子どもが、みんなの手で、健やかに育まれるまち、『川辺』」

を基本理念として、子どもを安心して生み育てることができる環境を整備するととも

に、これからの本町を担う子どもたちの成長を地域とともに支え、未来に夢と希望の

持てるまちを目指します。 

 

基本理念 

 

すべての子どもが、みんなの手で、 

健やかに育まれるまち、『川辺』 

 

 

 

 

２ 基本的な視点 

 

 本計画は、以下の３つの視点を持って取り組みを推進します。 

（１）子どもの視点 

 子どもの健やかな成長と発達が保障され、「子どもの最善の利益」が実現される社

会を目指すため、あらゆる取り組みにおいて子どもの視点を踏まえます。 

 

（２）すべての子どもと家庭への切れ目のない支援の視点 

 地域社会全体が、子どもと子育て支援への理解を深め、各々が協働し、それぞれの

役割を果たし、すべての子どもと家庭への切れ目のない支援の仕組みづくりを整えま

す。 

 

（３）喜びを実感できる安心・安全な子育ての視点 

 子どもと子育て家庭のニーズに応じた多様かつ総合的な子育て支援の量と質の充

実により、子育てに対する悩みや不安を解消し、安心して子育てに取り組むことがで

き、子育てに伴う喜びを実感できる環境を整えます。  
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３ 基本目標 

 

（１）子どもの人権擁護と相談体制の充実 

 子どもが権利を持つ主体であるといった認識のもと、子どもの育ちを第一に考え、

子どもが健やかに、安心して成長していける環境づくりに努めます。 

 また、すべての子どもの人権が守られ、いじめや虐待などを防止する取り組みや悩

みを抱える子どもがひとりで抱え込まないように相談体制の充実を図ります。 

 

（２）子どもの健やかな成長を支える教育・保育の推進 

 子どもが本町や社会の将来を支え、たくましく生きる力を身につけるための教育・

保育の充実を図ります。 

 

（３）子育て支援の充実 

 子育て家庭の環境が子どもの育ちに大きな影響を与えることから、子育て家庭の不

安や悩みを解消し、安心して子育てができる環境づくりに努めます。 

 また、仕事と子育てを両立するための環境づくりや、男女共同参画による子育てを

促進し、子育てしやすい環境づくりを推進します。 

 

（４）配慮を必要とする子ども・子育て家庭への支援 

 すべての子ども・子育て家庭が安心して暮らせるように、配慮を必要とする子ども・

子育て家庭への支援の充実を図ります。 

 

（５）安全・安心な生活環境の整備 

 子どもや子育て家庭が安心して地域で暮らすために、地域全体で子ども・子育て家

庭を見守り支える環境づくりを推進します。 

 

（６）身近な地域における交流活動の推進 

 子どもや子育て家庭が地域と交流できる場づくりや地域資源を生かした総合的な

子育て支援体制を推進します。 
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４ 施策の体系 

 

 

 

  

 

す
べ
て
の
子
ど
も
が
	
み
ん
な
の
手
で
	
健
や
か
に
育
ま
れ
る
ま
ち
	
�
川
辺
� 

基本理念 基本目標 施策の方向性 

基本目標１ 

子どもの人権擁護と 

相談体制の充実 

❶ 子育て意識の高揚 

❷ 児童虐待防止対策の充実 

❸ いじめ・不登校児童等の対応の充実 

❹ 子どもの不安や悩み等への対応 

❶ 教育・保育の質的向上 

❷ 家庭の教育力の向上 

❸ 障がい児の早期療育・教育体制の充実 

❹ 総合的な放課後対策の充実 

基本目標２ 

子どもの健やかな成長を

支える教育・保育の推進 

❶ 多様な保育サービスの充実 

❷ 安心して子育てできるための支援の充実 

❸ 子育て支援に関する情報提供と場所の確保 

❹ 働きやすい職場環境の整備 

基本目標３ 

子育て支援の充実 

❶ 経済的負担の軽減 

❷ 障がい児家庭への支援 

❸ ヤングケアラー支援の充実 

❹ ひとり親家庭の自立支援の充実 

基本目標４ 

❺ 子どもの貧困対策の充実 

❶ 子どもの遊び場の充実 

❷ 子どもの安全の確保 

❸ 子育てバリアフリーの環境整備 

基本目標５ 

安全・安心な生活環境の

整備 

❶ 地域での子どもの居場所づくり 

❷ 地域との交流機会の充実 

基本目標６ 

身近な地域における 

交流活動の推進 
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第４章 施策の展開 
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基本目標１ 子どもの人権擁護と相談体制の充実 

現状・課題 

〇国では、令和５年 12 月に「こども大綱」が閣議決定され、こども基本法及び子ど

もの権利条約に則り、すべての子ども・若者が等しく身体的・精神的・社会的に幸

福な生活を送ることができる「こどもまんなか社会」の実現に向けての取り組みが

進められています。「こどもまんなか社会」の実現に向け、子どもの成長、権利が等

しく保障される地域づくりが必要です。 

〇本町では、幼少期からの男女共同参画教育や虐待防止対策、いじめ・不登校への対

応等を進めていますが、依然として、いじめ認知件数、不登校児童生徒数ともに一

定数存在しています。子どもの人権を害することなく、一人ひとりが尊重され、尊

厳をもって成長できるよう、関係機関との連携や教育現場での啓発の強化が必要で

す。 

 

 

施策の方向性❶ ⼦育て意識の⾼揚 

 幼少期から男女平等の意識の醸成に努め、男女が支え合って社会を担っていくこと

の大切さや、子どもを産み育てることの意義に関する教育・啓発を進めます。また、

次代の親となる世代が、将来子どもを生み育てたいと思えるよう、乳幼児と交流でき

る機会の提供に努めます。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

１ 
男女共同参画意識の

醸成 

こども園や学校等において、男女がそれぞれの特

性を認め合い、人間として平等に扱う男女平等教

育の推進と、家庭における男女平等教育の促進、

育児環境への配慮を保護者へ働きかけます。 

教育支援課 

２ 
乳幼児とのふれあい

体験 

核家族化・少子化により、乳幼児とふれあう機会

が少なくなっている思春期の子どもたちに、家庭

科の授業での保育体験など乳幼児とふれあう機

会を通じて、生命の尊さ、育児の喜びを学べるよ

う取り組みます。 

教育支援課 
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施策の方向性❷ 児童虐待防止対策の充実 

 関係機関との情報共有など連携強化を図り、児童虐待の早期発見、早期対応のため

に子どもに関わる機関や地域に対して児童虐待防止活動の啓発を行います。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

３ 
被虐待児童の早期発

見 

要保護児童対策及びＤＶ防止対策地域協議会、個

別ケース検討会議等あらゆる機会を活用すると

ともに関係機関と連携し、児童虐待の未然防止に

努めます。 

教育支援課 

４ 
子どもの人権尊重の

啓発推進 

学校、こども園、青少年育成町民会議、人権擁護

委員、その他関係団体が連携を図り、子どもの人

権尊重に関して総合的に支援していきます。ま

た、家庭教育講演会として家庭への啓発を強化し

ます。 

教育支援課 

住民課 

生涯学習課 

 

施策の方向性❸ いじめ・不登校児童等の対応の充実 

 いじめ問題を迅速かつ的確に解決できるようにするため、学校と保護者及びその他

の関係機関との連携強化を推進します。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

５ 
いじめ、不登校児童等

の対応の充実 

いじめアンケートやＳＯＳの出し方授業、ＱＵ検

査等を実施し、いじめの早期発見や悩みを抱える

児童生徒への支援に努めます。また、スクールカ

ウンセラーの配置や不登校児童生徒には相談室

登校を促すなどの体制整備を行います。 

教育支援課 

６ 
情報モラル教育の充

実 

いじめやトラブルの要因となり得るスマホ、メー

ル、ＳＮＳ等の利用に対応できるよう、情報モラ

ル教育を充実します。道徳の授業や長期休暇前の

学級活動などを通じてメール、ＬＩＮＥの使い

方、課金や詐欺、闇バイトへの注意喚起などを行

います。また、関係団体の協力を得て、家庭や地

域への波及に努めます。 

教育支援課 
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施策の方向性❹ ⼦どもの不安や悩み等への対応 

 子どもが困った時、悩んだ時に、いつでも相談できるよう、身近に相談できる環境

を整備します。また、相談体制について、子どもに対する啓発を強化するなど子ども

が相談しやすくなる体制の充実を目指します。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

７ 

精神的な不安や悩み

を持つ児童生徒への

対応 

ＱＵ検査やアンケートを通じて、悩みや不安を抱

える児童生徒の早期発見・早期対応に努めます。

また、スクールカウンセラーや教育相談員、教育

委員会内の「教育相談電話」等を通じて、児童生

徒や保護者からの相談を受ける体制を整えます。

さらに、中学校における「いのちの授業」で保健

センターと連携し自殺防止対策の啓発と相談機

関の周知を行います。 

教育支援課 
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基本目標２ 子どもの健やかな成長を支える教育・保育の推進 

現状・課題 

〇将来を担う子どもが健やかに成長するため、切れ目ない教育・保育の推進や質の向

上が必要です。 

〇本町で実施したニーズ調査では、子育てに関して日頃悩んでいることや気になるこ

とについて「子どもの教育」が上位５位に挙げられており、教育・保育の質の向上

及び家庭での教育力向上のための支援が求められています。 

 

 

施策の方向性❶ 教育・保育の質的向上 

 子どもにとって、多くの時間を過ごす教育・保育の場で、子どもの育ちを保障して

いくため、こども園、学校が連携した質の高い教育・保育を提供し、子どもの健全育

成の推進を図ります。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

８ 学校教育の推進 

本町の特色を生かした、里山登山、カヌー教室、

ボート体験などを通じて教育の充実や郷土愛の

醸成を図ります。また、一人一台のタブレット端

末やデジタル教科書の活用など情報教育を推進

します。 

教育支援課 

９ 
こども園での教育・保

育の充実 

教育・保育内容の充実と保育教諭の資質向上に努

めます。 
教育支援課 

10 心の教育の推進 

学校、こども園等において、高齢者・障がい者・

乳幼児等との交流機会、道徳教育等を通して、他

者を理解し、他者を思いやる心を培う教育・保育

を推進します。 

教育支援課 
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施策の方向性❷ 家庭の教育⼒の向上 

 子育てを行っている親が持てる力を発揮し、ともに喜びや楽しみを感じ、分かち合

いながら子育てを行っていけるよう、家庭の子育て力、教育力を強化するための支援

や地域環境づくりを進めます。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

11 
家庭教育学級等の充

実 

家庭教育の充実を図るため、青少年育成町民会議

家庭部会と連携した「家庭教育講演会」の開催、

「乳幼児学級」での生きる力の基盤となる親子の

愛着や信頼関係を深める活動の実施、ボランティ

アとの協働による子育て情報誌の発行などを行

います。 

生涯学習課 

12 各機関との連携 

学校、こども園、おおぞら教室、保健センターな

どと連携し、支援が必要な子どもを早期発見し、

必要な情報や支援、サービスなどが受けられるよ

う努めます。 

教育支援課 

13 
親子のふれいあいの

推進 

「家庭の日」の意義をＰＲし、家庭において親子

が十分にふれあえる機会を多く持つことの重要

性について訴え、その啓発に努めます。青少年育

成町民会議家庭部会による各小中学校、こども園

を対象とした「家庭の日啓発図画・ポスター」の

募集や掲示を通じ、家庭の日の啓発を行います。 

生涯学習課 
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施策の方向性❸ 障がい児の早期療育・教育体制の充実 

 各成長段階での健康診査や相談を通して、障がいの早期発見、早期治療・療育に

つなげる取り組みを進めるとともに、障がいのある児童等の健全な発達を支援し、

豊かな地域生活を送ることができるよう、障がいのある児童等及びその家族のライ

フステージに対応する一貫した支援の推進を図ります。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

14 
障がいの早期発見、相

談の充実 

乳幼児健診時におおぞら教室の職員の発達相談

を受けられる体制を整え、保護者の育児不安の軽

減や障がい児の早期発見、早期療育につなげるた

めの健診事業の充実に努めます。 

教育支援課 

健康福祉課 

15 障がい児教育の推進 

保健センター、おおぞら教室、こども園で連携し、

指導・訓練を行います。また、小中学校において

も、特別支援学級、通級教室に必要な学校支援員

を配置し、障がい児教育の充実に努めます。 

教育支援課 

16 
盲・ろう・特別支援学

校教育との連携 

可茂特別支援学校をはじめとした各種特別支援

学校と連携を図り、障がいのある子どもの状態や

保護者の意向を踏まえた上で、障がいのある子ど

もが必要な教育を受けられるよう努めます。 

教育支援課 

17 
児童発達相談事業の

推進 

保健センター、おおぞら教室、こども園、学校等

の関連機関などで相談を実施し、連携、情報共有

をすることで、障がいのある子どもやその保護者

が必要な支援を受けられるようにします。 

教育支援課 

18 
児童発達支援事業（お

おぞら教室）の推進 

ことばの発達や発育に遅れや偏りのみられる子

どもに日常生活における基本的な動作の指導、集

団生活への適応訓練などを行います。また、施設

の事業所化に向けて必要な職員の資格取得など

を進めます。 

教育支援課 
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施策の方向性❹ 総合的な放課後対策の充実 

 子どもが安全・安心に放課後を過ごすことができるよう、関係機関と協議し、子

どもたちの放課後の遊びと学びの場が充実するよう検討します。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

19 
放課後児童クラブの

充実 

利用者が増加する夏休み等の長期休暇期間は、待

機児童を発生させないよう努めます。夕方 19 時

までの保育について、今後のニーズを踏まえて検

討し、放課後児童クラブの充実に努めます。また、

小学校の統廃合を見据え、放課後児童クラブの今

後の在り方を検討します。 

教育支援課 
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基本目標３ 子育て支援の充実 

現状・課題 

〇女性の社会進出による共働きの増加などを背景に保育サービスのニーズは多様化

しています。子どもを育てながら、仕事にも専念できる支援サービスや環境の整備

が求められます。 

○本町で実施したニーズ調査では、母親の就労状況は「パート・アルバイト等で就労

している」と回答した割合が最も高く、就労していない母親の就労意向は「１年よ

り先、一番下の子どもが大きくなったら就労したい」「すぐにでも、もしくは１年以

内就労したい」といった就労意向が高くなっています。 

○今後も共働き世帯の増加が見込まれることから、時間帯や申請など柔軟に対応で

きる保育サービスや、一時預かりや病後児保育等の預かり保育サービスの充実が

求められます。 

 

施策の方向性❶ 多様な保育サービスの充実 

 多様化する保育ニーズに対応するため、低年齢児保育、一時預かり保育、病後児保

育のサービスを充実するなど、多様な教育・保育サービスを確保するとともに、保育

人材の確保等、保育の質の向上に向けた取り組みを推進します。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

20 保育サービスの充実 

良好な保育環境を確保するとともに、多様な

保育ニーズに対応できるよう、特色ある保育

の実施に努めます。また、保育教諭への研修等

の充実を図る等、資質の向上に努めます。さら

に、町内すべてのこども園で保育支援システ

ム（コドモン）を導入し、保護者の利便性や保

育業務の効率化を図ります。 

教育支援課 

21 低年齢児保育の充実 

引き続き町内３か所のこども園において低年

齢児保育を実施します。また、増加する低年齢

児保育のニーズに対応できるよう、保育教諭

の確保や保育の効率化を図ります。 

教育支援課 
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No. 事業名 事業概要 担当課 

22 延長保育の充実 

早朝保育、19 時までの延長保育を実施し、保護

者の就労等を支援します。また、必要保育教諭

数の確保や業務の効率化、処遇改善も同時に推

進し、保育士等の負担軽減を図ります。 

教育支援課 

23 一時預かり保育の充実 

保護者の冠婚葬祭や育児疲れからのリフレッ

シュなどを目的に一時預かり保育を拡充しま

す。 

教育支援課 

24 
ファミリー・サポート・セ

ンター事業 

定住自立圏事業により、美濃加茂市、加茂郡の

自治体と共同でファミリー・サポート・センタ

ー事業を実施します。円滑な事業運営と支援の

充実を図るため、サポート・利用会員双方のバ

ランスの良い会員の確保のため周知に努めま

す。 

教育支援課 

25 障がい児保育の推進 

こども園に通う障がいのある子どもに対して

適切な援助ができるように努めます。また、保

護者、主治医や関係機関との連携を密にすると

ともに、必要に応じて療育機関等の専門機関か

らの助言を受ける等、適切な対応に努めます。 

教育支援課 

26 保育施設等の整備・保守 

幼児教育・保育施設については、教育・保育環

境向上のため、施設整備・保守を計画的に実施

します。また、少子化に対応できるよう、こど

も園の統合を検討します。 

教育支援課 

27 
子育て短期支援事業の実

施 

保護者が疾病・育児疲れ等により、家庭におい

て児童を養育することが一時的に困難な場合

に、児童養護施設等において一定期間、児童を

預かります。 

教育支援課 

28 病児・病後児保育の実施 

町内に対象施設はありませんが、近隣市町と協

定を締結し、家庭保育できない病気（あるいは

回復期）の子どもを預けられる体制を整備しま

す。 

教育支援課 
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施策の方向性❷ 安心して子育てできるための支援の充実 

 こども家庭センター「ぷらっと」での相談体制を整え、子育てについて、身近なと

ころで相談しやすい環境を整備するとともに、専門外または深刻な相談にも対応でき

るよう相談窓口の体制の充実に努めます。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

29 乳幼児家庭全戸訪問事業 

乳児のいるすべての家庭を訪問することによ

り、子育てに関する情報の提供、乳児及びその

保護者の心身の状況や養育環境の把握、療育に

ついての相談を行います。 

教育支援課 

健康福祉課 

30 養育支援訪問事業 

乳幼児や児童の療育について、支援が必要であ

ると判断した家庭に対し、保健師、助産師、看

護師等が家庭訪問し、指導助言を行うことで虐

待の発生予防に努めます。 

教育支援課 

31 こども家庭センター事業 

妊娠期から子育て期にわたり、妊娠の届け出等

の機会に得た情報を基に、妊娠・出産・育児に

関する相談に応じ、必要に応じて支援プランを

作成し、保健・医療・福祉・教育等の地域の関

係機関による切れ目のない支援を行います。ま

た、利用者支援事業として教育・保育施設や地

域の子育て支援事業等の情報の集約と提供を

総合的に行うとともに、子どもや保護者が、円

滑に各種サービスを利用できるようにします。 

教育支援課 

32 産後ケア事業 

出産後、自宅または宿泊先の委託施設で、助産

師による子どものケアや授乳指導等の母親の

ケア、育児相談等を行い、育児を支援するため

の産後ケア事業を実施します。 

教育支援課 

33 親子関係形成支援事業 

児童との関わり方や不安を抱いている保護者

及びその児童に対し、講義やグループワーク、

ロールプレイ等を実施することで、健全な親子

関係の形成に向けた支援に努めます。 

教育支援課 
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施策の方向性❸ 子育て支援に関する情報提供と場所の確保 

 子育て家庭へ子育てに関する情報を提供するとともに、地域における交流の場や地

域の団体や関係機関との連携強化に努めます。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

34 
ＩＣＴを活用した情報提

供 

川辺町教育ポータルサイト、子育て支援アプリ

「すくすくかわっこ」、「すぐメール」等を活用

し、子育て情報の提供やメールによる相談等に

対応できるよう努めます。また、アプリの登録

者増加のため普及啓発に努めます。 

教育支援課 

健康福祉課 

35 
地域子育て相談機関の充

実 

川辺町子育て支援センターをすべての子育て

世帯や子どもが身近に相談することができる

相談機関として定め、こども家庭センターと連

携を強化し、相談体制の一体化を図ります。ま

た、多様な子育て支援環境に対応するため、相

談を受けてサポートプランの作成を行うなど

支援の充実を図ります。 

教育支援課 

36 
子ども家庭総合支援拠点

の設置 

「川辺町こども家庭センター」を設置し、職員

や関係機関と連携し、妊娠期から子育て期ま

で、すべての子ども・子育て家庭の相談に対応

します。 

教育支援課 

健康福祉課 

37 園庭開放の推進 

こども園において、定期的に園庭開放を行いま

す。家庭で子育てをする親子の遊びや異年齢児

との交流、親同士の交流、子育て相談の場とし

て、今後も一層の拡大に取り組みます。 

教育支援課 

38 
地域で子育てを支えるた

めの体制整備 

子育てサークルの育成・支援に努め、地域住民

による子育て支援活動の推進を図ります。 

教育支援課 

健康福祉課 

39 乳幼児学級の実施 

同年代の子を育てる保護者が集まり、情報交換

や親子のふれあい、仲間づくりの場になるよう

な活動を推進します。 

生涯学習課 
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施策の方向性❹ 働きやすい職場環境の整備 

 子育て家庭が仕事と育児を両立できるよう、働き方の見直しに向けた様々な取り組

みを推進するとともに男女がともに協力して家庭内での役割を担っていくことがで

きるよう、固定的な性別役割分担意識の解消に努めます。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

40 
子育てしやすい職場環境

の整備 

商工会を通じて企業に対し職場環境の改善等

を周知します。また、「育休退園」を廃止し、

仕事と子育ての両立支援を行います。 

教育支援課 

産業環境課 

41 
男女共同参画社会の理念

の普及 

男女がともに家庭と仕事を分かち合える生活

や社会を築くために、学校、こども園等におい

ての保護者を対象にした事業、生涯学習等の社

会教育での事業、子育て支援センター、保健セ

ンター等での男女共同参画意識の普及・啓発を

行います。 

企画課 
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基本目標４ 配慮を必要とする子ども・子育て家庭への支援 

現状・課題 

〇貧困や障がい、ひとり親家庭など子育てに困難を抱える家庭がこれまで以上に顕在

化している状況を踏まえて、子育てに関する配慮を必要とする子どもや子育て家庭

に対する包括的な支援体制の強化を図る必要があるとされています。また、近年問

題視されているヤングケアラーは、子ども本人や家族に自覚がない場合もあり、顕

在化しづらいことから、福祉、介護、医療、教育等の関係者が情報共有・連携して、

早期発見・把握し、子どもの意向に寄り添いながら必要な支援につなげていく必要

があります。また、経済的不安・孤立を抱くことなく、健康で、ゆとりを持って子

どもに向き合えるようにすることが、子ども・若者の健やかな成長のために重要で

す。 

〇本町では、ひとり親家庭は一定数存在しており、ひとり親家庭の子どもや生活に困

窮する家庭の子どもが格差を感じることなく、等しく学びの機会が得られるよう子

ども・子育て家庭への一層の支援が必要です。 

 

 

施策の方向性❶ 経済的負担の軽減 

 子育て家庭の経済的負担を軽減するため、妊娠、産後に係る費用の負担や子どもの

医療費の助成を行います。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

42 
乳幼児医療費の公費負担

制度の継続 

18 歳の年度末までの児童等、医療費の公費負

担を継続し、児童らの健康を守り、子育て家庭

の経済的負担の軽減を図ります。 

住民課 

43 妊婦健康診査の実施 

妊婦健診に係る費用を助成することで、妊娠期

の経済的負担を軽減し、適正な時期に定期的な

受診がされるよう促し、異常の早期発見・早期

治療及び精神的不安の解消を図ります。また産

婦健康健診、１ヵ月健康診査、新生児聴覚検査

にも費用の助成を行い、出産後の母子の健康を

サポートします。 

健康福祉課 
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施策の方向性❷ 障がい児家庭への支援 

 心身に障がいのある子どもが地域で安心して暮らせるよう、その家庭の状況に応じ

たサービスの充実を図ります。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

44 
地域療育のためのネット

ワークの充実 

保健センター、おおぞら教室、こども園と緊密

に連携し、対象児の早期発見・早期対応に努め、

必要な支援につなぎます。 

教育支援課 

健康福祉課 

45 家族支援の充実 

家庭訪問等を通じて個別的な相談・指導に努め

ます。また、障がいに対する住民の理解や協力

を得るための啓発等の活動に努めます。 

教育支援課 

健康福祉課 

46 医療的ケア児支援 
医療的ケア児の通園希望に適切に対応できる

よう、体制整備に努めます。 

教育支援課 

健康福祉課 

 

施策の方向性❸ ヤングケアラー支援の充実 

 子ども本人や家族に自覚がない場合もあり、顕在化しづらいヤングケアラーについ

て、福祉、介護、医療、教育等の関係機関が情報共有・連携して、早期発見・把握し、

子どもの意向に寄り添いながら必要な支援につなげていきます。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

47 
ヤングケアラー関係機関

との連携 

ヤングケアラーの早期発見・把握を行うととも

に必要な支援につなげることができるよう、福

祉・介護・医療・教育等の関係者間の情報共有

を推進します。 

教育支援課 

48 教職員等への啓発 

ヤングケアラー早期発見のため、日頃から子ど

もと長い時間を過ごす教職員等がヤングケア

ラーについての理解を深め、適切な支援へつな

げるよう啓発や情報提供に努めます。 

教育支援課 

49 子育て世帯訪問支援事業 

家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子

育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家

庭の居宅に訪問し、家庭が抱える不安や悩みを

傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を実

施することにより、家庭や養育環境を整え、虐

待リスク等の高まりを未然に防ぐように努め

ます。 

教育支援課 
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施策の方向性❹ ひとり親家庭の⾃⽴⽀援の充実 

 ひとり親家庭の生活の安定と自立を支援するため、国や岐阜県と連携しながら、就

業に向けた支援を推進するとともに、仕事と子育てを両立できるよう、相談体制や経

済的支援の充実に努めます。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

50 
ひとり親家庭への経済的

支援の推進 

ひとり親家庭に対する医療費の助成や、生活の

自立を支援するための就業・生活資金や子ども

の就学資金等を貸し付ける母子・寡婦福祉資金

貸付制度の利用等を促進し、経済的な支援に努

めます。 

住民課 

51 
ひとり親家庭への子育て

支援の実施 

ファミリー・サポート・センター事業やショー

トステイ事業において、個々の実情に応じたき

め細やかな対応を図ります。また、ショートス

テイ事業は、施設の定員に余裕がなく、里親へ

の委託も念頭に調整を進めます。 

教育支援課 

 

施策の方向性❺ 子どもの貧困対策の充実 

 子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されるようがないよう、子ども

の貧困対策を総合的に推進します。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

52 児童扶養手当給付事業 

所得に応じて、ひとり親等の世帯に対して児童

扶養手当を支給します。また、ひとり親世帯に

児童扶養手当の説明を行い、申請等を受け付け

ます。 

住民課 

53 子どもの学習支援事業 

要保護・準要保護家庭、ひとり親世帯、学習塾

に通っていない中学生を対象に「地域未来塾」

を開催し、生徒の学習支援に努めます。 

生涯学習課 

54 
実費徴収に係る補足給付

事業 

新制度未移行幼稚園を利用する子どもの世帯

において、一定額以下の収入である場合は、副

食費の一部について補助をする補足給付事業

を実施します。 

教育支援課 

55 
要保護・準要保護児童生

徒への就学援助 

経済的に就学が困難と認められる児童生徒の

保護者に対し、学用品や給食費、修学旅行費等

の必要な費用を援助します。 

教育支援課 
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基本目標５ 安全・安心な生活環境の整備 

現状・課題 

〇全国的に子どもが巻き込まれる事故や犯罪が多発しており、子どもが事故や犯罪に

巻き込まれないための対策の強化が喫緊の課題となっています。 

〇本町では、公園等の整備やパトロール、交通安全のための活動やヘルメットの支給、

通学路点検等を行ってきました。引き続き、子どもが安全・安心に生活できるよう

生活環境の整備に努めることが重要です。 

○また、妊婦や乳幼児がいる家庭等が暮らしやすいよう公共施設や道路等のバリアフ

リー化を図ってきましたが、引き続き、各所のバリアフリー化を行い妊婦や乳幼児

がいる家庭が安全・安心に外出できるよう生活環境の整備が必要です。 

 

 

施策の方向性❶ 子どもの遊び場の充実 

 子どもがのびのびと遊べる場の確保とともに、子どもが安全に遊ぶことができ、保

護者も安心して子どもを遊ばせることができる場の充実を進めます。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

56 
安全な遊び場の維持・管

理 

公園等の遊び場において、子どもたちが安全で

安心して遊ぶことのできるよう年に１度遊具

の点検を行います。また、月に１度定期パトロ

ールを行い安全な遊び場の維持に努めます。 

基盤整備課 
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施策の方向性❷ 子どもの安全の確保 

 子どもや乳幼児等の親子連れに対する交通面での安全性に留意し、安全な道路交通

環境の整備を進めるとともに、就学前の児童や学校の児童生徒等に対する交通安全学

習を推進します。また、学校やこども園などにおいては、施設整備や防災訓練の実施

により、防災力を高めていきます。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

57 交通安全対策の充実 

子どもを交通事故から守るために、行政、地域、

警察、こども園、学校等との連携を強化し、総

合的な交通安全活動を進めます。また、地域・

家庭内での事故防止に向け、あらゆる場を活用

しながら安全啓発に努めます。さらに、中学校

入学時にヘルメットを支給し、全町民向けには

ヘルメット購入助成を行います。 

教育支援課 

総務課 

基盤整備課 

58 通学路の安全確保 

通学路交通安全推進協議会において、年に１度

通学路合同点検を行うほか、防犯カメラの設置

を推進します。また、防犯パトロール（見守り

隊）やこども 110 番の家など地域の協力を得

て、継続的に通学路の安全確保を図ります。 

教育支援課 

総務課 

基盤整備課 

59 防災の推進 

学校等の施設の防災力を高められるよう、資材

の備蓄や施設の点検・整備を行います。また、

防災訓練等を通じて、子ども達の防災意識を高

めます。 

教育支援課 
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施策の方向性❸ 子育てバリアフリーの環境整備 

 公共施設、道路、公園等の整備には、ユニバーサルデザインの考え方を取り入れ、

ベビーカーでの親子連れや、障がい児・者が利用しやすいようバリアフリー化を進め

ます。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

60 
子育てバリアフリーの推

進 

施設のバリアフリー化に努め、公園内のトイレや

多目的室の設置、思いやり駐車スペースの整備、

庁舎玄関スロープの改修など誰もが安心して暮

らすことができるまちづくりを推進していきま

す。 

教育支援課 

総務課 

基盤整備課 

61 
こども園、小・中学校のバ

リアフリー推進 

支援が必要な園児・児童生徒が利用しやすいよう

必要に応じ、こども園、小学校、中学校の施設の

バリアフリーを推進していきます。 

教育支援課 
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基本目標６ 身近な地域における交流活動の推進 

現状・課題 

〇こどもまんなか社会の実現のためには、地域で子ども・子育て家庭を支え、見守る

環境づくりが必要です。子どもが自宅だけでなく、地域との交流で自己成長ができ

るよう、地域での子どもの居場所づくりが求められます。 

○全国的に核家族化が進展している状況の中、親族や知人等に相談、頼ることができ

ず孤立感を抱いている子育て家庭が増加しています。 

〇本町で実施したニーズ調査では、日常・緊急時に子どもをみてもらえる親族・知人

の状況について「いずれもいない」が約１割と前回調査より高くなっています。子

ども・子育て家庭が孤立することがないよう、地域との交流の充実を図ることが重

要です。 

 

施策の方向性❶ 地域での子どもの居場所づくり 

 学校や放課後児童クラブ以外でも、子どもたちが多様な活動や学習を行うことがで

きる環境をつくるため、地域のコミュニティセンターや児童センター等を活用し、子

どもの居場所となる様々な地域活動の活性化を図ります。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

62 子どもの居場所づくり 

学習支援や子ども食堂等、居場所の支援につな

がる事業拡大を図ります。特に子ども食堂事業

の充実のため、運営助成事業について検討しま

す。 

教育支援課 

生涯学習課 

63 
子ども食堂運営支援事業

費補助金 

支援が必要な高校生以下の子ども等を対象と

した子ども食堂を実施する団体に補助金を交

付します。 

健康福祉課 

64 児童館活動の推進 

指定管理者の運営に加え、ボランティア、保護

者、住民等の積極的な協力を得て児童館活動の

推進に努めます。 

教育支援課 

 

  



63 

施策の方向性❷ 地域との交流機会の充実 

 地域全体で子ども・子育て家庭を見守り支える体制の充実に向け、地域で活動する

関係団体等と連携した取り組みを推進します。 

■主な取り組み 

No. 事業名 事業概要 担当課 

65 
子どもの地域活動・ボラ

ンティア活動の充実 

町内の単位子ども会が参加し、子どもたちの積

極性や協調性を育てるためインリーダー研修

会や各単位子ども会へのジュニアリーダーズ

派遣を行います。 

生涯学習課 

66 
こども園地域活動事業の

実施 

こども園において、高齢者との世代間交流や異

年齢児交流、子育て家庭育児講座等を開催しま

す。また、交流団体によるカリキュラム、年間

計画を立て、ともに育ち合える交流の実施を促

進します。さらに、時代に合った地域交流の在

り方を模索し充実に努めます。 

教育支援課 

67 地域健全育成活動の推進 

子どもたちの主張を発表する場として「青少年

育成のつどい（主張大会）」を開催します。ま

た、中学生においてピースフォーラムやダボ市

派遣の実践発表を行い、子どもの活躍の場を増

やします。さらに、子どもたちの主張に対して

町が取り組んだ活動等の報告等を検討します。 

生涯学習課 
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65 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 量の見込みと確保策 
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１ 教育・保育区域の設定 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針において、町は教育・保育を提供するため

に、保護者や子どもが居宅等から容易に移動することが可能な区域を定めることとし

ています。 

前回計画では、この教育・保育の提供区域について、保育所等の整備にあたり、宅

地開発等による人口変動による教育・保育ニーズの状況に応じ、全町域で柔軟に教育・

保育の提供を行うため町全域を１つの区域と定めました。本計画においても、この考

えを踏襲し、町全域を１つの区域とします。 
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２ 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の量の推計の考え方 

（１）「量の見込み」等を算出する項目 

子ども・子育て支援事業計画に定める次の事業について、ニーズ調査結果を踏まえ、

国が定めた全国共通の方法により、教育・保育提供区域における量の見込み（需要）

と確保の状況（供給）、さらに不足する場合の確保の方策（整備目標）を定めます。 

■教育・保育の量の項目 

認定区分 対象事業 事業の対象家庭 調査対象年齢 

１ 

１号認定 
教育標準 

時間認定 
幼稚園・認定こども園 

専業主婦(夫)家庭就労時

間の短い家庭 
３～５歳 

(３歳以上児) 
２号認定 

保育認定 幼稚園 
共働きで幼稚園利用のみ

希望の家庭 

保育認定 認定こども園・保育園 

ひとり親家庭、共働き家庭 
３号認定 保育認定 

認定こども園・保育園 

地域型保育 

０～２歳 

(３歳未満児) 

２ 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） すべての家庭 ０歳６ヶ月～２歳 

■地域子ども・子育て支援事業の量の項目 

 対象事業 対象家庭 調査対象年齢 

１ 延長保育事業 ひとり親家庭、共働き家庭 ０～５歳 

２ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） ひとり親家庭、共働き家庭 １～６年生 

３ 
子育て短期支援事業 

（ショートステイ及びトワイライトスティ） 
すべての家庭 ０～18 歳 

４ 地域子育て支援拠点事業 すべての家庭 ０～２歳 

５ 一時預かり事業（認定こども園における一時預かり） ひとり親家庭、共働き家庭 ０～５歳 

６ 病児保育事業（病児・病後児保育事業） ひとり親家庭、共働き家庭 
０～５歳 

１～６年生 

７ ファミリー・サポート・センター事業 すべての家庭 
０～５歳 

１～６年生 

８ 利用者支援事業 （妊婦等包括相談支援事業【新規】） すべての家庭  

９ 妊婦健康診査事業 すべての妊婦  

10 乳児家庭全戸訪問事業 
生後４か月までの乳児がいる

すべての家庭 
 

11 養育支援訪問事業 
養育支援訪問事業を必要とす

る家庭 
 

12 実費徴収に係る補足給付を行う事業 低所得の家庭 ３～５歳 

13 多様な事業者の参入促進・能力活用事業   

14 産後ケア事業【新規】 すべての家庭 産後１年未満の母子 

15 子育て世帯訪問支援事業【新規】 子育てに困難を抱える家庭 ０～17 歳 

16 児童育成支援拠点事業【新規】 子育てに困難を抱える家庭 ６～17 歳 

17 親子関係形成支援事業【新規】 すべての家庭 ０～17 歳 
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（２）推計の手順 

教育・保育、地域子ども・子育て支援事業のニーズ量推計にあたっては、就学前児

童を持つ保護者と小学校児童を持つ保護者を対象者としたニーズ量調査の結果をも

とに、国が示した「市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算

出等のための手引き」の手順に沿って算出し、本町の地域特性の整合性等を検証しな

がら、一部補正を行いました。 

■目標事業量の見込みの算出の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人口の推計 

家庭類型の算出 

家庭類型別の各事業の利用意向率の算出 

確保の内容の検討 確保の内容の検討 

実績・今後の需要予測を加味して検討 

【国が示している家庭類型】 

（父・母それぞれの就労形態から分類） 

タイプＡ ：ひとり親家庭 

タイプＢ ：フルタイム×フルタイム 

タイプＣ ：フルタイム×パートタイム 

タイプＣ’：フルタイム×パートタイム（短時間） 

タイプＤ ：専業主婦（夫） 

タイプＥ ：パートタイム×パートタイム 

タイプＥ’：パートタイム×パートタイム（短時間） 

タイプＦ ：無業×無業 

ニーズ調査の実施 

家庭類型別児童数の算出 

教育・保育事業の量の見込みの算出 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みの算出 
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（３）家庭類型について 

特定教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業のニーズ量を把握するためには、

１・２・３号の認定区分にそれぞれどれだけの家庭が該当するか想定することが必要

です。 

そのためにニーズ調査結果から、対象となる子どもの父母の有無、就労状況からタ

イプＡからタイプＦの８種類の類型化を行います。 

類型化した区分を「家庭類型」といい、“現在の家庭類型”と、母親の就労希望を反

映させた“潜在的な家庭類型”の種類ごとに算出します。 

■家庭類型の分類 

 

ひとり親 

フルタイム 

就労 

(産休・育

休含む) 

パートタイム就労(産休・育休含む) 

未就労 120 時間 

以上 

120 時間未満 

64 時間以上 

64 時間 

未満 

ひとり親 タイプＡ      

フルタイム就労 

(産休・育休含む) 

 

タイプＢ タイプＣ 
タイプＣ´ 

タイプＤ パート 

タイム就労 

(産休・ 

育休含む) 

120 時間以上 タイプＣ 

 

タイプＥ 

 

タイプＥ´ 
120 時間未満 

64 時間以上 

タイプＣ´  
64 時間未満 

未就労 タイプＤ タイプＦ 

 

タイプＡ ひとり親家庭（母子または父子家庭） 

タイプＢ フルタイム共働き家庭（両親ともフルタイムで就労している家庭） 

タイプＣ 
フルタイム・パートタイム共働き家庭 

（就労時間：月 120 時間以上＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプＣ’ 
フルタイム・パートタイム共働き家庭 

（就労時間：月下限時間未満＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプＤ 専業主婦（夫）家庭 

タイプＥ 
パートタイム共働き家庭 

（就労時間：双方が月 120 時間以上＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプＥ’ 
パートタイム共働き家庭 

（就労時間：いずれかが月下限時間未満＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプＦ 無業の家庭（両親とも無職の家庭） 

※育児・介護休業中の方もフルタイムで就労しているとみなして分類しています。  

母親 

父親 

≪保育の必要性あり≫ 

≪保育の必要性なし≫ 
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３ 人口の見込み 

子ども・子育て支援事業計画で定めるサービスの対象となる、０歳から 11 歳まで

の子どもの人口を平成 31 年から令和６年の４月１日の住民基本台帳の人口を基にコ

ーホート変化率法により推計しました。 

単位：人 

年齢 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

０歳 55 54 53 53 52 

１歳 63 56 55 54 54 

２歳 50 66 58 57 56 

３歳 70 56 73 65 64 

４歳 59 72 57 74 66 

５歳 77 60 72 57 75 

６歳 77 80 62 75 60 

７歳 91 78 81 63 76 

８歳 76 90 78 81 62 

９歳 89 77 92 79 82 

10 歳 95 88 76 92 78 

11 歳 104 97 89 77 93 

※コーホート変化率法：同年または同期間の過去における実績人口の動態から「変化率」を求め、それ

に基づき将来人口を推計する方法。 
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４ 幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育 

各認定区分に応じた量の見込みを以下のとおり見込み、確保策を定めました。 

令和７年度 

 １号認定 ２号認定 ３号認定 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上保育が必要 保育が必要 

教育希望が 

強い 
左記以外 ０歳 １歳 ２歳 

児童数（推計）  206 人  55 人 63 人 50 人 

量の見込み…Ａ 45 人 0 人 161 人 3 人 27 人 29 人 

確保量 

特定教育・ 

保育施設 

幼稚園、保育園、 

認定こども園 
80 人 0 人 202 人 7 人 27 人 44 人 

確認を受け 

ない幼稚園 

上記以外の 

幼稚園 
－ － － － － － 

特定地域型 

保育事業 

小規模保育、家庭的保

育、居宅訪問型保育、

事業所内保育等 

－ － － － － － 

企業主導型保育事業 － － － － － － 

認可外 

保育施設 

認証保育所等 

上記以外の施設 
－ － － － － － 

確保量合計…Ｂ 80 人 0 人 202 人 7 人 27 人 44 人 

過不足…Ｃ ＝ Ｂ－Ａ 35 人 0 人 41 人 4 人 0 人 15 人 

保育利用率…Ｄ ＝ Ａ÷児童数 － 5.5％ 42.9％ 58.0％ 

令和８年度 

 １号認定 ２号認定 ３号認定 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上保育が必要 保育が必要 

教育希望が 

強い 
左記以外 ０歳 １歳 ２歳 

児童数（推計）  188 人  54 人 56 人 66 人 

量の見込み…Ａ 41 人 0 人 147 人 3 人 27 人 38 人 

確保量 

特定教育・ 

保育施設 

幼稚園、保育園、 

認定こども園 
80 人 0 人 202 人 7 人 27 人 44 人 

確認を受け 

ない幼稚園 

上記以外の 

幼稚園 
－ － － － － － 

特定地域型 

保育事業 

小規模保育、家庭的保

育、居宅訪問型保育、事

業所内保育等 

－ － － － － － 

企業主導型保育事業 － － －  － － 

認可外 

保育施設 

認証保育所等 

上記以外の施設 
－ － － － － － 

確保量合計…Ｂ 80 人 0 人 202 人 7 人 27 人 44 人 

過不足…Ｃ ＝ Ｂ－Ａ 39 人 0 人 55 人 4 人 0 人 6 人 

保育利用率…Ｄ ＝ Ａ÷児童数 － 5.6％ 48.2％ 57.6％ 
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令和９年度 

 １号認定 ２号認定 ３号認定 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上保育が必要 保育が必要 

教育希望が 

強い 
左記以外 ０歳 １歳 ２歳 

児童数（推計）  202 人  53 人 55 人 58 人 

量の見込み…Ａ 44 人 0 人 158 人 3 人 27 人 33 人 

確保量 

特定教育・ 

保育施設 

幼稚園、保育園、 

認定こども園 
80 人 0 人 202 人 7 人   

確認を受け 

ない幼稚園 

上記以外の 

幼稚園 
－ － － － － － 

特定地域型 

保育事業 

小規模保育、家庭的

保育、居宅訪問型保

育、事業所内保育等 

－ － － － － － 

企業主導型保育事業 － － －  － － 

認可外 

保育施設 

認証保育所等 

上記以外の施設 
－ － － － － － 

確保量合計…Ｂ 80 人 0 人 202 人 7 人 27 人 44 人 

過不足…Ｃ ＝ Ｂ－Ａ 36 人 0 人 44 人 4 人 0 人 11 人 

保育利用率…Ｄ ＝ Ａ÷児童数 － 5.7％ 49.1％ 56.9％ 

令和 10 年度 

 １号認定 ２号認定 ３号認定 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上保育が必要 保育が必要 

教育希望が 

強い 
左記以外 ０歳 １歳 ２歳 

児童数（推計）  196 人  53 人 54 人 57 人 

量の見込み…Ａ 43 人 0 人 153 人 3 人 27 人 31 人 

確保量 

特定教育・ 

保育施設 

幼稚園、保育園、 

認定こども園 
80 人 0 人 202 人 7 人 27 人 44 人 

確認を受け 

ない幼稚園 

上記以外の 

幼稚園 
－ － － － － － 

特定地域型 

保育事業 

小規模保育、家庭的

保育、居宅訪問型保

育、事業所内保育等 

－ － － － － － 

企業主導型保育事業 － － － － － － 

認可外 

保育施設 

認証保育所等 

上記以外の施設 
－ － － － － － 

確保量合計…Ｂ 80 人 0 人 202 人 7 人 27 人 44 人 

過不足…Ｃ ＝ Ｂ－Ａ 37 人 0 人 49 人 4 人 0 人 13 人 

保育利用率…Ｄ ＝ Ａ÷児童数 － 5.7％ 50.0％ 54.4％ 
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令和 11 年度 

 １号認定 ２号認定 ３号認定 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上保育が必要 保育が必要 

教育希望が 

強い 
左記以外 ０歳 １歳 ２歳 

児童数（推計）  205 人  52 人 54 人 56 人 

量の見込み…Ａ 45 人 0 人 160 人 3 人 27 人 33 人 

確保量 

特定教育・ 

保育施設 

幼稚園、保育園、 

認定こども園 
80 人 0 人 202 人 7 人 27 人 44 人 

確認を受け 

ない幼稚園 

上記以外の 

幼稚園 
－ － － － － － 

特定地域型 

保育事業 

小規模保育、家庭的

保育、居宅訪問型保

育、事業所内保育等 

－ － － － － － 

企業主導型保育事業 － － － － － － 

認可外 

保育施設 

認証保育所等 

上記以外の施設 
－ － － － － － 

確保量合計…Ｂ 80 人 0 人 202 人 7 人 27 人 44 人 

過不足…Ｃ ＝ Ｂ－Ａ 35 人 0 人 42 人 4 人 0 人 11 人 

保育利用率…Ｄ ＝ Ａ÷児童数 － 5.8％ 50.0％ 58.9％ 

今後の方向性 

０～２歳においては、母親の就労状況等で保育ニーズが発生する可能性があるこ

とから、確保にあたっては、３歳児への円滑な連携を確保しつつ、保育教諭の配置

変更等、柔軟な受入体制を整備し確保を図ります。また、特定地域型保育事業の整

備を図ります。３歳以上の保育ニーズは現行の町内こども園３か所で定員を確保で

きると思われますが、今後も保育教諭の人材確保対策の充実等、教育・保育の質の

担保・向上を図ります。また、町外の認可外保育所等の利用ニーズにも対応してい

く必要があります。 
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乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）【新規】 

概要 

認定こども園等に通所していない０歳６か月から２歳までの未就園児を対象に、一

時的な預かりを行い、適切な遊びと生活の場を与えるとともに、保護者との面談を通

じて、子どもや保護者の心身の状況、養育環境を把握し子育てに対する助言、情報提

供等の援助を行う事業です。 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 84 84 84 84 

 ０歳 12 12 12 12 

 １歳 36 36 36 36 

 ２歳 36 36 36 36 

確保量…Ｂ 84 84 84 84 

 ０歳 12 12 12 12 

 １歳 36 36 36 36 

 ２歳 36 36 36 36 

過不足…Ｂ－Ａ 0 0 0 0 

今後の方向性 

 国の指針に従い、令和８年度からの実施に向けて、関係機関と連携して今後の対応

について検討します。  
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５ 地域子ども・子育て支援事業 

（１）延長保育事業 

概要 

教育・保育認定を受けた子どもの通常の利用時間以外において、こども園において 

延長保育を実施する事業です。 

現状 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実施か所数 3 か所 3 か所 3 か所 3 か所 3 か所 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 85 人 85 人 85 人 85 人 85 人 

実施か所数 3 か所 3 か所 3 か所 3 か所 3 か所 

確保量…Ｂ 85 人 85 人 85 人 85 人 85 人 

過不足…Ｂ－Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

今後の方向性 

町内こども園３か所で実施しており、延長保育事業対応時間に保育教諭の配置をす

ることで、教育・保育施設の実利用定員分の提供が可能です。今後も継続して、利用

者のニーズを注視しながら事業の充実を図っていきます。 
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（２）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

概要 

保護者の就労等により昼間適切な監護を受けることができない小学校に就学して

いる児童に対し、適切な遊び及び生活の場を提供し、その健全な育成を図る事業です。 

現状 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数 160 人 89 人 109 人 143 人 131 人 

実施か所数 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 

              ※夏休みなど長期休暇中のみの利用者も計上。 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 165 人 158 人 149 人 145 人 140 人 

 １年生 39 人 39 人 32 人 38 人 32 人 

 ２年生 47 人 38 人 41 人 32 人 41 人 

 ３年生 39 人 43 人 40 人 41 人 33 人 

 ４年生 12 人 11 人 13 人 11 人 11 人 

 ５年生 13 人 13 人 11 人 13 人 11 人 

 ６年生 15 人 14 人 13 人 11 人 13 人 

確保量…Ｂ 165 人 165 人 165 人 165 人 165 人 

 １年生 40 人 40 人 40 人 40 人 40 人 

 ２年生 40 人 40 人 40 人 40 人 40 人 

 ３年生 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

 ４年生 20 人 20 人 20 人 20 人 20 人 

 ５年生 7 人 7 人 7 人 7 人 7 人 

 ６年生 3 人 3 人 3 人 3 人 3 人 

 夏休みのみ 25 人 25 人 25 人 25 人 25 人 

過不足…Ｂ－Ａ 0 人 7 人 16 人 20 人 25 人 

今後の方向性 

子ども・子育て支援制度では、留守家庭の６年生までの児童を対象に実施すること

とされており、町としても必要とする児童が利用できるようすべての小学校区に放課

後児童クラブを開設し、受け入れ体制を確保しています。また、土曜日・長期休暇を

含む利用者ニーズの把握を的確に行い、安定したサービス提供を行っていきます。 
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（３）子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 

概要 

保護者の疾病、虐待等の理由により家庭において養育ができないとき、児童養護施

設等で短期間、子どもを預かり、必要な支援を行う事業です。 

現状 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数 0 人／日 0 人／日 0 人／日 0 人／日 0 人／日 

実施か所数 2 か所 2 か所 3 か所 3 か所 3 か所 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 20 人／日 20 人／日 20 人／日 20 人／日 20 人／日 

確保量…Ｂ 20 人／日 20 人／日 20 人／日 20 人／日 20 人／日 

過不足…Ｂ－Ａ 0 人／日 0 人／日 0 人／日 0 人／日 0 人／日 

今後の方向性 

現在３か所の施設と委託契約を締結しており、必要に応じた対応ができると考えま

す。令和５年度までに利用者はありませんが、様々な家庭の状況に対応できるよう、

今後も子育て支援の事業の一つとして確保していきます。 

  



78 

（４）地域子育て支援拠点事業 

概要 

妊娠期の方、乳幼児とその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについ

ての相談を受けたり、情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。川辺町では、

子育て支援センターが地域子育て相談機関として、その役割を担っています。 

現状 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

延べ利用者数 6,538 人 2,173 人 1,490 人 2,525 人 3,940 人 

実施か所数 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 7,000 人 7,000 人 7,000 人 7,000 人 7,000 人 

確保量…Ｂ 7,000 人 7,000 人 7,000 人 7,000 人 7,000 人 

過不足…Ｂ－Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

今後の方向性 

乳幼児の遊びの場であり、保護者の相談・情報を得る場として定着しており、利用

ニーズは、現状程度の見込みとなっています。今後も子育て支援事業の一つとして継

続し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助等、実施内容や活動内

容について周知啓発し、より利用しやすい運営に努めます。新型コロナウイルスの影

響で利用者数が減少しましたが、令和５年度までに利用者数が回復傾向であることか

ら、第３期計画期間には、コロナ改善の数値になることが予測されます。 
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（５）一時預かり事業 

概要 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として

昼間に、認定こども園、地域子育て支援拠点その他の場所において、一時的に預かり、

必要な保護を行う事業です。川辺町では、第３こども園において、事業を実施してい

ます。 

現状 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

延べ利用者数 504 人 504 人 363 人 763 人 777 人 

実施か所数 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 723 人 704 人 711 人 696 人 709 人 

実施か所数 1 1 1 1 1 

確保量…Ｂ 723 人 723 人 723 人 723 人 723 人 

過不足…Ｂ－Ａ 0 人 19 人 12 人 27 人 14 人 

今後の方向性 

今後も一時預かりへのニーズは高いと予想されますが、令和８年度に開始される

「こどもだれでも保育通園制度」との兼ね合いで、利用者の動向は不透明な面があり

ます。利用者ニーズを把握しつつ、各保育施設の体制等を改めて検証しながら事業の

拡充を推進していきます。 
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（６）病児保育事業（病児・病後児保育事業） 

概要 

病児及び病後児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、

看護師等が一時的に保育する事業です。 

現状 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数 5 人／日 0 人／日 1 人／日 4 人／日 36 人／日 

実施か所数 1 か所 0 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 50 人／日 50 人／日 50 人／日 50 人／日 50 人／日 

実施か所数 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 

確保量…Ｂ 50 人／日 50 人／日 50 人／日 50 人／日 50 人／日 

過不足…Ｂ－Ａ 0 人／日 0 人／日 0 人／日 0 人／日 0 人／日 

今後の方向性 

町内において病児保育に対応可能な施設がないため、これまでの可児市・坂祝町・

八百津町との広域協定により実施します。これに加え令和７年度からは美濃加茂市と

の協定締結の予定です。 

また、保護者の経済的な負担軽減を図るため、多子世帯（３人以上の児童を養育す

る世帯）の病児・病後児保育の利用料無料化を継続します。 
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（７）ファミリー・サポート・センター事業 

概要 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等

の援助を受けることを希望する者（利用会員）と当該援助を行うことを希望する者（サ

ポート会員）との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業です。 

現状 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数 120 人 156 人 229 人 16 人 27 人 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 75 人 75 人 75 人 75 人 75 人 

 就学前児童 50 人 50 人 50 人 50 人 50 人 

 小学生 25 人 25 人 25 人 25 人 25 人 

確保量…Ｂ 75 人 75 人 75 人 75 人 75 人 

 就学前児童 50 人 50 人 50 人 50 人 50 人 

 小学生 25 人 25 人 25 人 25 人 25 人 

過不足…Ｂ－Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

今後の方向性 

みのかも定住自立圏事業として行っています。 

核家族やひとり親家庭等のサポートが必要な家庭は常にあり、今後も事業の必要性

があることから、ニーズに対応できるよう事業を実施します。 

また、急な依頼に対応できる体制づくりや、必要に応じて事前に登録を勧める等、

見通しを持った利用ができるよう進めていきます。 
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（８）利用者支援事業 

概要 

子どもやその保護者の身近な場所で、地域の子ども・子育て支援について、子ども

やその保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行うとともに、関係機

関との連絡調整等を総合的に行う事業です。 

現状 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

設置か所数 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

 基本型・特定型 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 

 こども家庭センター型 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

確保量…Ｂ 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

 基本型・特定型 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 

 こども家庭センター型 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

過不足…Ｂ－Ａ 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 

■妊婦等包括相談支援事業【新規】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 165 回 162 回 159 回 159 回 156 回 

確保量…Ｂ 165 回 162 回 159 回 159 回 156 回 

過不足…Ｂ－Ａ 0 回 0 回 0 回 0 回 0 回 

今後の方向性 

こども家庭センターで事業を実施しています。今後も、必要な情報提供・助言を行

うとともに、関係機関との連絡調整を行い、子育て支援ネットワークの拠点として体

制を充実していきます。 

また、妊婦等に対して面談やその他の措置により、妊婦等の心身の状況や置かれて

いる環境等の把握行う妊婦等包括相談支援事業は保健センター保健師等の専門職で

実施します。妊婦やその家族の様々な不安、悩みに応え、ニーズに応じた支援につな

げられるよう体制の整備に努めます。  
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（９）妊婦健康診査事業 

概要 

医療機関において妊婦の健康診査を行うことで、健康管理を促し、妊婦及び乳児の

死亡率の低下、流産・死産の防止を図る事業です。 

妊娠の届け出の際に母子健康手帳交付と併せて 14 回分の妊婦健康診査受診票を交

付します。 

現状 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

延べ利用者数 736 人 638 人 599 人 612 人 697 人 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 693 人 680 人 631 人 668 人 655 人 

確保量…Ｂ 693 人 680 人 631 人 668 人 655 人 

過不足…Ｂ－Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

今後の方向性 

健診費用の助成により適切に医療機関受診ができているため、今後は受診結果によ

る保健指導の充実を検討します。 
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（10）乳児家庭全戸訪問事業 

概要 

保健師または訪問指導員が、生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問する

事業です。訪問の上、育児環境を確認し、産婦の育児不安の解消、産後のメンタルヘ

ルス対策、子どもの発育確認、虐待の早期発見・防止を行い、必要に応じて継続支援

につなげます。 

現状 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問件数 63 件 44 件 35 件 44 件 45 件 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 55 件 54 件 53 件 53 件 52 件 

確保量…Ｂ 55 件 54 件 53 件 53 件 52 件 

過不足…Ｂ－Ａ 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

今後の方向性 

遠方への里帰りが長期間になる対象者について、乳児期に利用できるサービス（里

帰り先での予防接種等）の検討が必要と考えられます。また、継続的に支援が必要な

ケースについては、こども家庭センターが主となり、保健センターと連携しながら対

応していきます。 
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（11）養育支援訪問事業等 

概要 

養育支援訪問事業は、養育支援が特に必要であると認められる家庭を訪問し、保護

者の育児、家事等の支援を行い、養育能力を向上させるための事業です。保護者が安

心して出産、子育てができる環境づくりと、育児不安や産後うつ症状等への予防・ケ

アを目的とします。 

現状 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問件数 21 件 14 件 10 件 9 件 15 件 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 30 件 30 件 30 件 30 件 30 件 

確保量…Ｂ 30 件 30 件 30 件 30 件 30 件 

過不足…Ｂ－Ａ 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

今後の方向性 

特定妊婦等、養育支援が特に必要であると判断した家庭が増えてきています。今後

も専門的な相談指導・助言等を行いながら、切れ目のない支援を行っていきます。 
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

概要 

子育てのための施設等、利用給付認定を受け、幼稚園（子ども・子育て支援新制度

未移行）を利用している子どものうち、所得が一定未満の額である世帯や多子世帯の

負担を軽減し、子どもの健やかな成長を支援するため、園で提供される給食費の一部

を補助する事業です。 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 1 人 1 人 1 人 1 人 1 人 

確保量…Ｂ 1 人 1 人 1 人 1 人 1 人 

過不足…Ｂ－Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

今後の方向性 

所得が一定未満の額である世帯等の負担軽減のため、継続して実施します。 

 

 

（13）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

概要 

 地域の教育・保育需要に沿った教育・保育施設等の量的拡大を進める上で、多様な

事業者の新規参入を支援するほか、認定こども園における特別な支援が必要な子ども

の受け入れ体制を構築する事業です。 

現状 

 町内のこども園、児童クラブとも全て公立であり、特別な支援が必要な児童の受入

れについても、費用の補助等は行っていません。 

量の⾒込みと確保⽅策 

 現在のところ事業者等の参入の計画などはなく、見込量等の計上はしないものとし

ます。 

今後の方向性 

 今後、新規事業者の参入があった場合には、状況に応じて対応します。 
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（14）産後ケア事業 

概要 

産後の母親の身体的回復と心理的な安定を促進するとともに、母親自身がセルフケ

ア能力を育み母子とその家庭が健やかな育児ができるよう支援する事業です。 

現状 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実施件数 0 件 0 件 10 件 6 件 15 件 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

確保量…Ｂ 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

過不足…Ｂ－Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

今後の方向性 

利用者の満足度が高い事業となっているため、周知を行い、利用の拡大を図ります。

訪問型と宿泊型に加え、通所型を実施し、利用しやすい体制を整備していきます。 
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（15）子育て世帯訪問支援事業【新規】 

概要 

家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー

等がいる家庭の居宅を訪問支援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとと

もに、家事・子育て等の支援を行う事業です。 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 5 人 10 人 10 人 10 人 10 人 

確保量…Ｂ 5 人 10 人 10 人 10 人 10 人 

過不足…Ｂ－Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

今後の方向性 

子育て世帯にニーズが高いと予想されるため、実施に向けて体制を整備していく必

要があります。 

 

 

（16）児童育成支援拠点事業【新規】 

概要 

養育環境等に課題を抱える家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童の

居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じた支援を包括的

に提供する事業です。 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 

確保量…Ｂ 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 

過不足…Ｂ－Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

今後の方向性 

事業が実施できる見通しが立っていませんが、こども食堂や学習支援事業等と連携

し支援していきます。 
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（17）親子関係形成支援事業【新規】 

概要 

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱いている保護者及びその児童に対し、

講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状況等に応じ

た情報提供、相談及び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士

が相互に悩みや不安を相談・共有し、情報交換ができる場を設けるなどの支援を行う

事業です。 

量の⾒込みと確保⽅策 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み…Ａ 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 

確保量…Ｂ 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 

過不足…Ｂ－Ａ 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

今後の方向性 

事業が実施できる見通しが立っていませんが、保護者が集まる機会を利用しポピュ

レーションアプローチとして集団教育を実施していきます。また、事業の実施に向け

て近隣市町村と協議しながら実施体制の整備を図ります。 
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６ 教育・保育の一体的提供及び推進 

 

（１）認定こども園の推進 

 認定こども園は、幼稚園と保育所の機能や特徴を併せ持つ施設です。本町では、身

近な地域で教育・保育を受けることができるよう地域の実情と施設整備状況を踏まえ、

平成 29 年度より３つの公立保育所を認定こども園へ移行しています。 

今後も保護者のニーズを把握し、保護者の就労状況等に対応できる体制の整備を図

ります。 

 

（２）保育教諭等の資質向上のための支援 

 幼児期の教育・保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う上で重要です。質の高

い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業が提供されるよう、保育教諭等の合同

研修等に対して支援を行います。 

 

（３）幼保・小連携の推進 

 豊かな人間性や生きる力の基礎を培い、発達や学びの連続性を踏まえた幼児期の教

育・保育を推進するため、認定こども園と小学校との連携を推進します。 

 本町では、小学校区ごとに１箇所こども園がある特性を生かし、入学前児童の情報

連携、入学体験、学校教諭の園見学など緊密に連携を図ってきました。今後も各学校・

こども園との連絡・調整を積極的に進め、幼保小連携教育を継続実施し、円滑な接続

に向けての接続カリキュラムや教育・保育内容の工夫を図るとともに、職員の合同研

修会を行い、子どもの発達や学びの連続性を踏まえた教育・保育を推進します。また、

就学に向けてこども園の園児と小学生児童との交流、職員同士の交流、情報共有や相

互理解等、積極的な連携を図ります。 

 

（４）教育・保育施設、地域型保育事業等の役割と連携 

 認定こども園、地域型保育事業等は、相互に補完することによって、教育・保育の

量の確保と質の充実が図られます。広域利用で町外の地域型保育事業等を利用した子

どもが、切れ目なく適切に教育・保育給付、子育てのための施設利用給付等を受ける

ことができるよう、関係機関との十分な情報共有及び連携を行い支援の充実を図りま

す。 
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７ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保 

 

（１）適切な給付の推進 

 子育てのための施設等利用給付の給付申請については、保護者の経済的負担の軽減

や利便性、事業者の運営等に配慮し、公平かつ適正な給付に努めます。 

 

（２）岐阜県との連携 

 必要に応じて岐阜県が有する特定子ども・子育て支援施設等の運営状況、監査状況

等の情報を提供するよう依頼するほか、立入調査への同行、関係法令に基づく是正指

導等の協力を要請することで、子育てのための施設利用給付の公正かつ適正な支給の

確保に努めます。 
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第６章 計画の進行管理 
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１ 計画の達成状況の点検及び評価 

 

 計画の適切な進行管理を進めるため、町内関係各課を中心に具体的施策の進行状況

について把握するとともに、「川辺町子ども・子育て会議」にて施策の実施状況につい

て検証し、計画の見直しや施策の改善、充実につなげていきます。 

 また、毎年度取り組みの進捗管理を行うとともに、目標や指標により基本理念の達

成に向けた効果検証を行い、施策の改善、充実を図ります。 

 さらに、教育・保育事業の見込み量及び確保方策は、実施状況について年度ごとに

進捗状況を管理し、利用者の動向等を鑑みながら、翌年度の事業展開に生かしていく

ものとします。 

■ＰＤＣＡサイクルのプロセスイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 国・県等との連携 

 

 計画に取り上げる取り組みについては、町が単独で実施する取り組みの他に、制度

や法律に基づく事業もあるため、国や県、近隣市町との連携を深め、必要に応じて協

力要請を行い、計画を推進します。 

  

Plan

（計画）

Do

（実施）

Check

（評価）

Action

（改善）
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資料編 
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１ 川辺町子ども・子育て会議設置条例 

川辺町子ども・子育て会議設置条例 

平成 27 年 3 月 20日 

条例第 16号 

(設置) 

第 1条 本町は、子ども・子育て支援法(平成 24 年法律第 65号)第 72条第 1項の規

定に基づき、川辺町子ども・子育て会議(以下「会議」という。)を設置する。 

(組織) 

第 2条 会議は、委員 10 人以内で組織する。 

2 会議の委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

(1) 子どもの保護者 

(2) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(3) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

(4) その他町長が必要と認める者 

(委員の任期) 

第 3条 会議の委員の任期は、2 年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

2 委員は、再任されることができる。 

(会長) 

第 4条 会議に、会長及び副会長を置き、委員の互選により選任する。 

2 会長は、会務を総理し、会議を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

(議事) 

第 5条 会議は、会長が招集し、議長となる。 

2 会議は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。 

3 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

(関係者の出席) 

第 6条 会長は、特に必要があると認めるときは、関係者の出席を求めてその意見若

しくは説明を聴き、又は関係者から必要な資料の提出を求めることができる。 

(庶務) 

第 7条 会議の庶務は、教育委員会事務局において処理する。 

(会議の運営) 

第 8条 この条例に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議

に諮って定める。 
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２ 川辺町子ども・子育て会議委員名簿 

（敬称略） 

氏名 所属等 備考 

髙井 祐作 こども園保護者（川辺町第１こども園保護者会長）  

松下 勝 小学校保護者（川辺東小学校ＰＴＡ会長）  

井上 さよ子 学識経験者  

大脇 朋子 公営こども園（川辺町第２こども園）  

川上 二郎 小学校長（川辺北小学校） 副会長 

土屋 文子 母子保健推進員  

坪内 崇 民営こども園長（川辺町第３こども園）  

大脇 香美 教育委員  

櫻井 愛里子 主任児童委員  

長谷川 哲 教育長経験者 会長 
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３ 策定経過 

 

開催日時 検討内容 

令和６年２月 21 日 

    ～３月 11 日 

「子育て支援に関するニーズ調査」実施 

就学前児童保護者 （配布 384 通 回収 180 通 回答率 46.9％） 

小学生児童保護者 （配布 548 通 回収 241 通 回答率 44.0％） 

令和６年 10 月 17 日 
令和６年度 第１回川辺町子ども・子育て会議 

・第３期川辺町子ども・子育て支援事業計画（骨子案）について 

令和６年 11 月 29 日 
令和６年度 第２回川辺町子ども・子育て会議 

・第３期川辺町子ども・子育て支援事業計画（素案）について 

令和６年 12 月 23 日 

～令和７年１月 22 日 

第３期川辺町子ども・子育て支援事業計画策定に係る

意見募集（パブリックコメント）実施 

令和７年２月６日 

令和６年度 第３回川辺町子ども・子育て会議 

・パブリックコメント結果について 

・第３期川辺町子ども・子育て支援事業計画（案）について 
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４ 用語解説 
 

あ⾏ 

育児休業制度 

出産後の一定期間、育児をするため労働者が休業できる制度。 

医療的ケア児 

日常生活を営むために人工呼吸器の装着等の医療を要する状態にある障害のある子

どものこと。 

か⾏ 

核家族 

一組の夫婦と未婚の子どもからなる家族構成のこと。 

確保方策 

市町村子ども・子育て支援事業計画は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業

の量の見込みについて、潜在ニーズを含めて量の見込みを把握し、それに対応する「確

保方策」を定めることとなっている。 

家庭的保育 

児童福祉法に基づいて区市町村が行う保育事業。日中、家庭で子どもを保育できない

保護者に代わって、自治体の認定を受けた保育者が居宅等で保育を行う。 

加配 

幼稚園や保育園において、集団生活への参加が難しい障がい児や発達の遅れが気にな

る子どもなどをサポートするために、通常の職員数に加えて担当者を配置する制度の

こと。一般的に担当する職員のことを「加配保育士」と呼ぶ。 

企業主導型保育事業 

平成 28 年度に内閣府が開始した企業向けの助成制度。企業が従業員の働き方に応じ

た柔軟な保育サービスを提供するために設置する保育施設や、地域の企業が共同で設

置・利用する保育施設に対し、施設の整備費及び運営費の助成を行う。 

協働 

住民をはじめ自治会・町内会、団体・ＮＰＯ、事業者及び町が共通の目的を持って、

相互に自主性を考慮しつつ、それぞれが持つ知識、技術等の資源を提供し合い、協力

して取り組むこと。 
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合計特殊出生率 

15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの。一人の女性がその年齢別出生

率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当する。 

子育て世代包括支援センター 

主に妊産婦及び乳幼児の実情を把握し、妊娠・出産・子育てに関する各種の相談に応

じ、必要に応じて支援プランの策定や、地域の保健医療または福祉に関する機関との

連絡調整を行い、母子保健施策と子育て支援施策との一体的な提供を通じて、妊産婦

及び乳幼児の健康の保持及び増進に関する包括的な支援を行うことにより、地域の特

性に応じた妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供する体制を構築す

ることを目的とする。 

子ども家庭総合支援拠点 

すべての子ども（家庭及び妊産婦）等の課題に対し、子ども支援の専門性・人的資源

を組織・ネットワーク化し、相談・ソーシャルワーク（生活しやすい社会や仕組みを

構築する）対応ができる拠点のこと。 

平成 28 年５月に成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律」において、市町村

において、子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情の把握、子ども等に関する

相談全般から通所・在宅支援を中心としたより専門的な相談対応や必要な調査、訪問

等による継続的なソーシャルワーク業務までを行う機能を担う拠点の整備に努めな

ければならないと規定された。 

こども家庭センター 

心身ともに健やかな子どもの成長をサポートするために、社会福祉士や保健師等が

様々な相談を受け、必要な情報提供や支援などを行う。 

子ども・子育て関連３法 

「子ども・子育て支援法」、「認定こども園法の一部改正」、「子ども・子育て支援法及

び認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の３つ

の法律。 

子ども・子育て支援新制度 

就学前の子どもを対象とした幼稚園・保育所等や、地域の子育て支援の量の拡充や質

の向上を進めるための制度。 

子ども・子育て支援事業計画 

５年間の計画期間における幼児期の学校教育・保育や、地域の子育て支援等について

の需給計画。 
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子ども・子育て支援法 

保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、幼児期の

学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進するための法律。 

こども基本法 

日本国憲法および児童の権利に関する条約の精神にのっとり、全てのこどもが、将来

にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指し、こども政策を総合的

に推進することを目的としている。同法は、こども施策の基本理念のほか、こども大

綱の策定やこども等の意見の反映などについて定めている。 

こども大綱 

こども基本法に基づき、従来の「少子化社会対策大綱」「子供・若者育成支援推進大

綱」及び「子供の貧困対策に関する大綱」を一つに束ね、一元化するとともに、さら

に必要なこども施策を盛り込むことで、これまで以上に総合的かつ一体的にこども施

策を進めていく方向性を定めたもの。 

こども誰でも通園制度 

月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用でき

る新たな通園給付。令和７年度に子ども・子育て支援法に基づく地域子ども・子育て

支援事業として制度化し、令和８年度から子ども・子育て支援法に基づく新たな給付

として全国の自治体において実施される。 

さ⾏ 

次世代育成支援対策推進法 

将来、社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される社会の形成を目的とし

て、平成 15 年に制定された法律。 

就学援助認定者 

経済的な理由で子どもに義務教育を受けさせることが困難な保護者に、学校生活で必

要な費用の一部を市町村が援助する制度の対象者・世帯。 

た⾏ 

待機児童 

認可保育所等に入園申込みをしたが、入所できていない児童を「入所待ち児童」と言

い、その人数から、国の定義に基づき、私的な理由で特定の保育所等のみを希望して

いる人等を除いた数が「待機児童」となっている。 
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地域型保育事業 

保育ニーズに細かく対応できるよう、市町村による認可事業として多様な施設や事業

の中から利用者が選択できる仕組みのこと。地域型保育事業には、小規模保育、家庭

的保育、事業所内保育、居宅訪問型保育がある。 

特定教育・保育施設 

市町村長が施設型給付費の支給対象施設として確認する「教育・保育施設」を言う。

認定こども園、幼稚園、保育所が該当する。 

特定妊婦 

出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦。 

な⾏ 

認定こども園 

幼稚園と保育園の機能をあわせ持つ施設で、おおむね０歳から就学前の児童に保育園

の時間帯（おおむね７時から 18時）で保育・幼児教育を行う施設。 

は⾏ 

病児・病後児保育 

地域の児童を対象に当該児童が発熱等の急な病気となった場合、病院・保育所等に付

設された専用スペースにおいて看護師等が保育する事業、及び保育中に体調不良とな

った児童を保育所の医務室等において 看護師等が緊急的な対応等を行う事業。 

ファミリー・サポート・センター 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会員として、児童の預

かりの援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互

援助活動に関する連絡、調整を行う事業。 

保育教諭 

「幼稚園教諭免許状」と「保育士資格」の両方の免許・資格を有している者。学校教

育と保育を一体的に提供する幼保連携型認定こども園の保育教諭としては両方の免

許・資格を有していることを原則としている。 

保育支援システム（コドモン） 

全国の施設や自治体等で導入されている保育・教育施設向けの業務支援クラウドサー

ビス。欠席連絡や入退室管理、帳票作成といった各種機能をワンストップで提供して

いる。 
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ポピュレーションアプローチ 

集団に対して健康障害へのリスク因子の低下を図る方法。集団全体への早い段階から

のアプローチにより影響が大きくなり、多くの人々の健康増進や疾病予防に寄与しう

る利点がある一方、不十分な介入では健康格差を拡大するリスクもある。 

や⾏ 

ヤングケアラー 

本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行っている 18 歳

未満の子どものこと。ヤングケアラーが担っている家事や家族の世話は、お手伝いと

して子どもが行うものとは異なり、責任や負担が重く、子ども自身がやりたいことが

できないなど、学業や友人関係などに影響が出てしまうことが問題視されている。 

ユニバーサルデザイン 

一定の年齢、性別、国籍、心身状態の人を対象とするのではなく、どのような人でも

利用することができる施設や製品、設計のこと。 

幼稚園 

満３歳から小学校入学までの幼児の教育を行う教育機関。学校教育法 22 条によれば

幼児を保育し、適当な環境を与えて、その心身の発達を助長することを目的とする施

設のこと。 

要保護児童対策及びＤＶ防止対策地域協議会 

地方公共団体ごとに設置され、要保護児童の適切な保護を図るため、関係機関等によ

り構成され、要保護児童及びその保護者に関する情報の交換や支援内容の協議を行う。

また、配偶者からの暴力の防止及び被害者の適切な保護が行われるよう、関係機関と

の相互連携と協力を図る。 

ら⾏ 

量の見込み 

市町村子ども・子育て支援事業計画は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業

の現在の利用状況を把握するとともに、保護者に対する調査等を行い、これらを踏ま

えて教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」を推計することと

なっている。 
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数字 

１号認定 

満３歳以上の小学校就学前の子どもであって、保護者の労働又は疾病その他の内閣府

令で定める事由により家庭において保育の必要な事由に該当しないもの。 

２号認定 

満３歳以上の小学校就学前の子どもであって、保護者の労働又は疾病その他の内閣府

令で定める事由により家庭において必要な保育を受けることが困難であるもの。 

３号認定 

満３歳未満の小学校就学前の子どもであって、保護者の労働又は疾病その他の内閣府

令で定める事由により家庭において必要な保育を受けることが困難であるもの。 

英字 

ＱＵ検査（QUESTIONNNAIRE-UTILITES） 

楽しい学校生活を送るためのアンケートのことであり、学校生活に対する満足度や意

欲、悩みなど、子ども一人ひとりの心の状態が分かる。また、これら日常の生活を振

り返る項目を追加した hyper-Ｑ-Ｕの２種類がある。 

ＰＤＣＡサイクル 

計画の推進において、Plan（計画の策定）－Do（計画の実行）－Check（実施状況の確

認・評価）－Action（評価結果の計画への反映・計画の見直しとその実行）の手順を

循環させることで、継続的に計画の実効性を高めていく手法・考え方。 
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